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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 

第Ⅱ章 「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 

 大規模公園エリアを核とした沖縄振興拠点の創出 

１．振興拠点における戦略的な拠点形成手法の検討 

行程計画の「振興拠点における戦略的な拠点形成手法の検討」の一部として、令和５年

度は「沖縄の特性を活かした導入機能の洗い出し」の一部を実施した。 

（１）沖縄の特性を活かした導入機能の洗い出し 

跡地利用の導入機能の可能性としては、国家プロジェクトの目玉やカーボンニュート

ラルモデル都市等を深堀し、他地域との差別化を図るとともに、平和の象徴に相応しい国

家レベルでの跡地利用の導入機能の可能性について検討した。 

１）国家レベルでの跡地利用の導入機能の可能性を検討 

国が係わる規模の導入機能については、国際イベントのほか、内閣府の沖縄政策や新・

沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）を参考として、普天間飛行場跡地への導入

の可能性のある導入機能・プロジェクトを整理した。 

➀国際イベントの導入可能性 

国際イベントは、イベントテーマに応じた世界基準の高質なインフラ整備を同時に

実施することができ、開催日程に間に合うように強力な事業推進が行われる。普天間飛

行場跡地では、“みどり（歴史・緑・地形・水）の中のまちづくり”をテーマに緑豊か

なまちづくりを進めており、また、広大な敷地を工区分けによって段階的に整備を進め

ていくことも考えられ、区域の一部で「国際園芸博覧会」の開催することが想定される。 

表Ⅱ-1-1 国際イベントの導入可能性 
振興施策 施策内容 普天間飛行場跡地の 

導入可能性 
オ リ ン ピ ッ
クの誘致 

・オリンピック競技大会は、スポーツを通した人間育
成と世界平和を究極の目的としたスポーツの祭典。 

 東京都：事業費3兆6845億円（インフラ含む）、観
客・スタッフ移動数約92万人/日（当初見込み） 

・アジア競技大会は、オリンピックと目的を同じとす
るアジア版オリンピック。（2026年に名古屋市で開
催予定） 

 愛知県・名古屋市：事業費1405億円、観客・スタッ
フ移動数約10万人/日見込み 

※いずれも誘致活動を含め、10数年の準備期間を要す
る。 

・国の負担額は1/4 
・開催期間(約半月)が

短く、短期間に多く
の入場者を賄う必
要がある。 

・陸路のない沖縄県
での開催は不利と
なる。 

国 際 博 覧 会
の誘致 

・万博は、世界中からたくさんの人やモノが集まるイ
ベントで、地球規模のさまざまな課題に取り組むた
めに、世界各地から英知が集まる国際博覧会。
（2025年に大阪市で開催） 

 大阪府・大阪市【事業費】1兆3,331億円（インフラ
含む予測）【来場者数】10～20万人見込み 

・国際園芸博覧会は、国際的な園芸文化の普及や花と
緑のあふれる暮らし、地域・経済の創造や社会的な
課題解決等への貢献を目的に、AIPH（国際園芸家協
会）、BIE（博覧会国際事務局）の認定を受けて開催
する国際的博覧会。（2027年に横浜市で開催） 

 横浜市【事業費】680億円予想【来場者数】5～7万
人/日程度見込み 

※国際博覧会も、準備～認定～開催まで、10数年の準
備期間が必要。 

・負担額は国、県・市、
民間で３等分。 

・世界に誇る高質な
インフラ整備を含
め、強力な事業推進
が可能。 

・開催期間は6ヶ月。 
※ただし、1日5～7万

人程度(横浜花博)
の来場者を想定す
ると、那覇空港の拡
張整備が必要。 
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②アジア経済戦略からの導入機能・プロジェクト 

沖縄県は、アジア・太平洋諸国の人口20億人のマーケットの中心に位置し、各国と日

本国内の各主要都市を結ぶハブ的役割を担うことが考えられ、普天間飛行場跡地に産

学官金が連携する世界に開かれた国際交流拠点を形成し、アジア・太平洋地域のリーデ

ィングシティとなる可能性を有している。国際交流拠点には、プラットフォーム機能や

ビジネス・コンシェルジュ機能を導入し、観光や物流等の経済、科学技術、環境、保健・

医療、教育及び文化、平和等の様々な分野での多元的交流の推進が期待される。 

表Ⅱ-1-2 アジア経済戦略からの施設の導入可能性 

振興施策 施策内容 
普天間飛行場跡地の 

導入可能性 
国 際 交 流 拠
点の形成 

・観光・リゾート産業や情報通信関連産業、農林水
産業、加工交易型産業、国際物流関連産業、健康
バイオ産業、環境関連産業等の沖縄県の重点産業
を中心として、アジア・太平洋諸国との国際交流
の場を提供。 

・企業の国際参入の機会や新たなビジネスモデル
の創出、共同研究を促進。 

国際交流拠点には、
各種企業や研究施
設、行政施設、金融
機関などの集積が必
要。大規模な敷地を
有する普天間飛行場
跡地での形成が適し
ている。 

ア ジ ア に お
け る ビ ジ ネ
ス ネ ッ ト ワ
ーク拠点「プ
ラ ッ ト フ ォ
ーム沖縄」の
構築 

・県海外事務所の機能強化やジェトロ（日本貿易振
興機構）等の関係機関、民間企業との有機的な連
携により、県内企業等のアジア展開を促進する体
制を構築。 

・県事務所を設置する台北・香港・上海・北京・シ
ンガポールを、現地情報の収集、人脈の構築や交
流、沖縄のビジネス情報の発信等を通じてアジア
とのビジネス交流を加速化。 

ビジネスネットワー
ク拠点となるプラッ
トフォームを設置。 

ビジネス・コ
ン シ ェ ル ジ
ュ 沖 縄 の 構
築 

・“ビジネス・コンシェルジュ”的情報窓口機能や
一元的な情報発信を担うワンストップ情報提供
機能の整備を早急に推進。 

・県内企業が海外企業との取引などについて相談
できる貿易相談窓口を整備。 

情報窓口機能や一元
的な情報発信を担
い、貿易相談窓口と
なるビジネス・コン
シェルジュを設置。 

≪沖縄県アジア経済戦略構想のイメージ図≫ 

 

 

 

 

  

引用：沖縄県アジア経済戦略構想パンフレット（沖縄県 HP） 
https://www.pref.okinawa.jp/shigoto/keizai/1011892/1023578/1011906.html 



 
 

Ⅱ-1-3 

第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 

 

③最先端技術の導入機能・プロジェクト 

普天間飛行場跡地は、「世界に誇れる優れた環境の創造」を将来像に掲げており、国

内の先導的な地区として、カーボンニュートラル（CN）の最先端技術の導入を図る必要

がある。これらの実現を図るためには、普天間飛行場跡地に適した企業とのマッチング

を経て、スーパーシティやスマートシティを申請し、実現化を図ることが想定される。 

 
表Ⅱ-1-3 最先端技術の導入可能性 

振興施策 施策内容 
普天間飛行場跡地の 

導入可能性 
スマートグリ
ッド事業 

・スマートグリッド導入に向けた検討組織を設置
し、地区内エネルギーの地産地消を実現。 

カーボンニュートラ
ルの最先端技術の導
入を図るため、各分
野の企業の参画を経
て、スーパーシティ・
スマートシティによ
って実現。 

次世代モビリ
ティ事業 

・自動車メーカーの協力のもと、官民連携の方法
や役割を定め、次世代モビリティ導入を実現。 

エリアエネル
ギーマネジメ
ントシステム 

・普天間飛行場跡地内の全ての建物や公共インフ
ラが連動し、情報共有が可能なエリアエネルギ
ーマネジメントシステムを導入。 

 

【参考】スーパーシティ・スマートシティ構想 
・スーパーシティ／スマートシティ構想とは、令和２年の国家戦略特別区域法改正により、

新たに国家戦略特区の一類型として「スーパーシティ型国家戦略特区」が創設され、大

胆な規制緩和を行うとともに、複数分野のデータ連携と先端的なサービスの提供により

未来の生活を先行して実現する「まるごと未来都市」を目指すものとしている。 

・スーパーシティでは、遠隔教育、遠隔医療、電子通貨システムなど、ＡＩやビッグデー

タを効果的に活用した先進的サービスを実現しようとすると、どうしても各分野の規制

改革を、同時一体的に進めなければならないため、大胆な規制改革を行うことを目的と

している。 

・スーパーシティ／スマートシティ構想は、国が提案を募り、その中から認定が行われる

ものであるが、規模や内容の定めはなく、市町村の「困った」が最先端技術を用いて解

決され、民間のノウハウや資金、技術力を活用したものであれば小規模であっても良い

こととなっている。 

 

 
  

引用：スーパーシティ・デジタル田園健康特区について（内閣府地方創生推進事務局）
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/supercity/supercity.pdf 
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④学術研究・人材育成からの導入機能・プロジェクト 

普天間飛行場跡地においては、産学官金の連携による国際交流拠点を目指すことと

し、その中において国際的な学術研究・観光拠点の形成を目指し、大学院大学や琉球大

学をはじめとする県内の大学や研究機関等の民間企業との連携を強め、企業との共同

研究、新たなビジネスを創出する場を提供することが考えられる。 

また、義務教育の段階から、大学や企業の外国人研究者と交流する環境を整え、国際

社会で活躍できる人材の育成や、優秀な人材を県内に止めるためのインターナショナ

ルスクールを導入することも考えられる。 

 

表Ⅱ-1-4 学術研究・人材育成からの施設の導入可能性 

振興施策 施策内容 
普天間飛行場跡地の 

導入可能性 
学術研究・交
流拠点の形成 

・アジア・太平洋地域さらには世界に開かれた中
核的研究機関として、新たな発想を持った世界
最高水準の自然科学系の大学院大学等を核と
した大学、公的研究機関、民間研究所などの整
備充実に努め、科学技術を集積。 

・沖縄における国際的な学術研究・観光拠点の形
成を目指し、琉球大学をはじめとする県内の大
学、国及び沖縄県の研究機関等の整備や研究開
発機能の充実強化。 

・大学の研究成果を移転するＴＬＯ（技術移転機
関）の創設を支援し、地域産業への速やかな技
術移転を促進するとともに、大学の知的資産や
大学で開発された技術を活用した大学発ベン
チャーの創出を推進。 

県内の大学のサテラ
イトまたは一部学部
の参画を促し、企業
との共同研究、新た
なビジネスを創出す
る場を提供。 

小・中・高等学
校のインター
ナショナルス
クールの導入 

・義務教育の段階から、大学や企業の外国人研究
者と交流する環境を整え、国際社会で活躍でき
る人材の育成や、優秀な人材を県内に止めるた
め、インターナショナルスクールを導入。 

・沖縄県では、国内から既存のインターナショナ
ルスクールを求めて移住するケースが増加し
ており、需要は高い。 

国際交流が盛んな沖
縄県への国民の関心
は高く、インターナ
ショナルスクールの
導入可能性は高い。 
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⑤沖縄県の特区・地域制度による導入機能 

沖縄県では、他の都道府県にはない独自の特区・地域制度が整備されており、これ

らの各特区・地域制度の活用により、沖縄における産業集積の進展と企業活動の活性

化がより一層進み、沖縄が日本のフロントランナーとして21世紀の成長モデルとなり、

日本経済の牽引役となることが期待されている。 

宜野湾市は、図Ⅱ-1-1の４項目（観光地形成促進地域、情報通信産業振興地域、産

業イノベーション促進地域、国際物流拠点産業集積地域）に該当する。 

対象地域では、企業に対する様々な控除が行われるため企業参入の可能性が高まる

ほか、産業立地における規制緩和によって、産業立地の実現性が向上することになる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図Ⅱ-1-1 特区・地域制度の対象地域 ※赤枠が宜野湾市で適用可能な制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-2 特区・地域認定に連動した税制特例措置 

  参考：沖縄振興特別措置法に基づく沖縄の特区・地域制度について（内閣府 HP） 
https://www8.cao.go.jp/okinawa/seisaku/okishinhou/2014kaisei/toc.html 
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表Ⅱ-1-5 特区・地域制度による施設の導入可能性 

【観光地形成促進地域】 
 観光地形成促進地域は、高い国際競争力を有する魅力ある観光地の形成を図るため、国

内外からの観光旅客に対応した観光関連施設の整備を促進することを目的とする 

対象範囲 沖縄県全域 

支援概要 ①投資税額控除 

・控除率：機械装置15％、建物等8％※限度額あり、４年間繰越可 

・取得下限額：機械装置100万円超、建物等1,000万円超 

・事業計画等について、県知事による所要の認定及び主務大臣による所要の

確認を受けた場合に適用 

 ※取得価格の合計額は20億円を限度、税控除は法人税額の20%を限度 

②地方税（事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税）の課税免除等 

対象事業 スポーツ・レクリエーション施設、教養文化施設、休養施設、集会施設、販

売施設 （※令和４年度から庭球場、遊園地、野営場、野外アスレチック場、

マリーナ、ダイビング施設、博物館、美術館、海洋療法施設は除外） 
 

【情報通信産業振興地域】 
情報通信産業振興地域は、沖縄県の情報通信産業の振興を目的として、知事の認定を受け

た事業者が、指定地域で、機械・装置、特定の器具・備品、建物等を取得した場合の税制

上の特例措置や中小企業信用保険法等の特例、融資制度を活用可能とする 
対象範囲 那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うる

ま市、宮古島市、南城市、本部町、恩納村、宜野座村、金武町、読谷村、嘉手納

町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、与那原町、南風原町、八重瀬町 

支援概要 ①投資税額控除 

・控除率：機械装置等15％、建物等8％、構築物（LNGｻﾃﾗｲﾄ設備）8％ 

※限度額あり、４年間繰越可 

・取得下限額：機械装置等100万円超、建物等1,000万円超 

・事業計画等について、県知事による所要の認定及び主務大臣による所要の

確認を受けた場合に適用 

②地方税（事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税）の課税免除等 

対象事業 税制上の特例措置の対象となる事業は、「電気通信業」「ソフトウェア業」「情

報処理・提供サービス業」「インターネット付随サービス業」のみ 
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【国際物流拠点産業集積地域】 
急成長する東アジアの中心に位置する沖縄において、地理的優位性を活かし、高付加価値

型のものづくり企業や高機能型物流企業等の国際物流拠点産業の集積を図る 

対象範囲 糸満市、浦添市、宜野湾市、那覇市、豊見城市、うるま・沖縄地区（うるま

市及び沖縄市内で一部拡充） 

支援概要 ①所得控除（40％控除） 

・本店等所在地、法人設立後の経過年数、従業員数等所要の要件を満たす場

合に適用 

・県知事による所要の事業認定及び主務大臣による所要の確認を受けた場合

に適用 

②投資税額控除 

・控除率：機械装置15％、建物等8％※限度額あり、４年間繰越可 

・取得下限額：機械装置100万円超、建物等1,000万円超 

・事業計画等について、県知事による所要の認定及び主務大臣による所要の

確認を受けた場合に適用 

③特別償却 

・償却割合：機械装置50％、建物等25％※限度額あり 

※取得下限額並びに県知事による認定及び主務大臣による確認は②と同様 

④保税地域に係る特例措置（許可手数料の軽減、関税の選択課税等） 

・主務大臣による所要の認定を受けた場合に適用 

⑤地方税（事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税）の課税免除等 

対象事業 製造業、倉庫業、卸売業、道路貨物運送業、デザイン業、電気業、自然科学

研究所、特定のガス供給業 
 

【産業イノベーション促進地域】 
DX の推進により製造業等の開発力・生産技術等の向上や沖縄の地域資源や再生可能エネ

ルギーを活用した新事業の創出等に特に寄与する事業を行う企業の集積を通じて新たな

価値を生み出し、これを普及することにより、創出される経済社会の大きな変化を促進 
対象範囲 沖縄県全域 

支援概要 ①投資税額控除 

・控除率：機械装置等15％、建物等8％、構築物（LNGｻﾃﾗｲﾄ設備）8％ 

※限度額あり、４年間繰越可 

・取得下限額：機械装置等100万円超、建物等1,000万円超 

・事業計画等について、県知事による所要の認定及び主務大臣による所要の

確認を受けた場合に適用 

②特別償却 

・償却割合：機械装置等34％、建物等20％、構築物（LNGｻﾃﾗｲﾄ設備）20％ 

※限度額あり 

※取得下限額並びに県知事による認定及び主務大臣による確認は①と同様 

③地方税（事業税、不動産取得税、固定資産税、事業所税）の課税免除等 

対象事業 製造業、倉庫業、卸売業、道路貨物運送業、デザイン業、電気業、自然科学

研究所、特定のガス供給業 
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２）普天間飛行場跡地での導入可能性の整理 

跡地利用の導入機能の可能性としては、国家プロジェクトの目玉やカーボンニュー

トラルモデル都市等を深堀し、他地域との差別化を図るとともに、平和の象徴に相応し

い国家レベルでの跡地利用の導入機能の可能性について検討した。 

 

表Ⅱ-1-6 国家レベルでの導入可能性の検討 

分野 導入可能性の検討 具体的な検討イメージ 

➀国際イベン
ト開催の可
能性 

・国際イベントでは、イベントテーマに応じた世
界基準の高質なインフラ整備を同時に実施す
ることができ、開催日程に間に合うように強力
な事業推進が行われる。 

・普天間飛行場跡地では、“みどり（歴史・緑・地
形・水）の中のまちづくり”をテーマに緑豊か
なまちづくりを進めており、また、広大な敷地
を工区分けによって段階的に整備を進めてい
くことも考えられ、区域の一部で「国際園芸博
覧会」の開催することが想定される。 

〇国際園芸博覧会の実
現性の検証 

②アジア経済
戦略からの
導入機能・
プロジェク
ト 

・沖縄県は、アジア・太平洋諸国の人口 20 億人
のマーケットの中心に位置し、各国と日本国内
の各主要都市を結ぶハブ的役割を担うことが
考えられる。 

・普天間飛行場跡地に産学官金が連携する世界に
開かれた国際交流・協力拠点を形成し、アジア・
太平洋地域のリーディングシティとなる可能
性を有している。国際交流拠点には、プラット
フォーム機能やビジネス・コンシェルジュ機能
を導入し、観光や物流等の経済、科学技術、環
境、保健・医療、教育及び文化、平和等の様々
な分野での多元的交流の推進が期待される。 

〇国際交流拠点（新・沖
縄２１世紀ビジョン
基本計画）の普天間
飛行場跡地への導入 

〇ビジネスネットワー
ク拠点となるプラッ
トフォーム機能の導
入 

○ビジネス・コンシェ
ルジュ機能の導入 

③最先端技術
の 導 入 機
能・プロジ
ェクト 

・普天間飛行場跡地は、「世界に誇れる優れた環境
の創造」を将来像に掲げており、国内の先導的
な地区として、カーボンニュートラル（CN）の
最先端技術の導入を図る必要がある。これらの
実現を図るには、普天間飛行場跡地に適した企
業とのマッチングを経て、スーパーシティやス
マートシティを申請し、実現化を図ることが想
定される。 

〇スーパーシティ・オ
ープンラボへのメン
バー加入・企業との
マッチング 

〇スーパーシティ・ス
マートシティの申請 

④学術研究・
人材育成か
らの導入機
能・プロジ
ェクト 

・普天間飛行場跡地においては、産学官金の連携
による国際交流拠点を目指すこととし、その中
において国際的な学術研究・観光拠点の形成を
目指し、大学院大学や琉球大学をはじめとする
県内の大学や研究機関等の民間企業との連携
を強め、企業との共同研究、新たなビジネスを
創出する場を提供することが考えられる。 

・また、義務教育の段階から、大学や企業の外国
人研究者と交流する環境を整え、国際社会で活
躍できる人材の育成や、優秀な人材を県内に止
めるためのインターナショナルスクールを導
入することも考えられる。 

〇企業との共同研究、
新たなビジネスを創
出する学術研究･観光
拠点(新･沖縄 21 世紀
ビジョン基本計画)の
普天間飛行場跡地へ
の導入 

〇インターナショナル
スクールの導入 
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分野 導入可能性の検討 具体的な検討イメージ 

⑤沖縄県の特
区・地域制度
による導入機
能 

【観光地形成促進地域】 
観光地形成促進地域は、高い国際競争力を有す

る魅力ある観光地の形成を図るため、国内外から
の観光旅客に対応した観光関連施設を整備。 

〇国内外からの観光旅
客に対応した観光関
連施設の誘致 

【情報通信産業振興地域】 
情報通信産業振興地域は、沖縄県の情報通信産業
の振興を目的として、知事の認定を受けた事業者
に対し、税制上の特例措置や中小企業信用保険法
等の特例、融資制度を活用可能とする。 

〇情報通信産業企業の
誘致 

【国際物流拠点産業集積地域】 
急成長する東アジアの中心に位置する沖縄にお
いて、地理的優位性を活かし、高付加価値型のも
のづくり企業や高機能型物流企業等の国際物流
拠点産業の集積を図る。 

〇高付加価値型のもの
づくり企業や高機能
型物流企業等の誘致 

【産業イノベーション促進地域】 
DX の推進により製造業等の開発力・生産技術等
の向上や沖縄の地域資源や再生可能エネルギー
を活用した新事業の創出等に特に寄与する事業
を行う企業の集積を図る。 

〇地域資源や再生可能
エネルギーを活用し
た新事業を創出する
企業の誘致 
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２．公共施設の導入可能性の検討 

行程計画の「公共施設の導入可能性の検討」の一部として、令和５年度は「関連計画及

び周辺地域の不足施設の把握」の一部を実施した。 

（１）関連計画及び周辺地域の不足施設の把握 

周辺地域の不足施設については、県計画での位置づけや宜野湾市内の公共施設の立

地状況及び施設の老朽度・再編計画、市民ニーズ等を踏まえ把握した。 

１）普天間飛行場跡地への公共施設の導入可能性 

普天間飛行場跡地周辺における公共施設の導入可能性については、表Ⅱ-1-7の施設

の立地可能性が考えられる。 

 

表Ⅱ-1-7 普天間飛行場跡地への導入が考えられる施設・プロジェクト 

分野 導入が考えられる施設・プロジェクト 

①広域的観点

から必要と

される導入

機能 

（県レベルの

公共施設） 

広域医療施設 

の導入 

キャンプ瑞慶覧返還地区（西普天間住宅地区）での

導入を推進 

広域防災施設 

の導入 

普天間飛行場跡地は、災害リスクの危険性が少ない

場所であり、重要港湾である那覇港湾と中城港湾の

中間に位置し、広域防災の観点において拠点配置に

適した場所であることから、広域防災施設の導入が

考えられる。 

②普天間飛行

場跡地周辺

に不足する

公共施設の

導入機能 

（市レベルの

公共施設） 

市庁舎を含む市民

利用施設（市民セ

ンター等）の導入 

 

市レベルの公共施設としては、特に市役所庁舎は主

要施設であり老朽化も進んでいることから、普天間

飛行場跡地内への移転が考えられる。※ 

 

 

※宜野湾市では、市レベルの公共施設の土地先行取得を進めている。現在、学校用地、児童

厚生施設用地、市庁舎用地を対象とし、今後、行程計画に合せて（～Ｒ１３）、消防庁舎 、

社会福祉施設、保健センター 、図書館、博物館、総合運動場を追加検討している状況。 

 （先行取得対象施設の選定視点） 

 主要な都市基盤 

 計画人口や基本的に求められる機能、広域的なポテンシャルから想定される都市

機能、政策的に立地を誘導すべき都市機能 

 普天間飛行場が中央に位置することから市内各地へ分散して立地しており、非効

率的な市民サービスを生じている都市機能（施設の老朽化も考慮） 
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２）普天間飛行場跡地での導入イメージ 

普天間飛行場跡地での導入機能については、令和６年度以降も継続して検討するこ

ととし、導入可能性のある機能に対して今後の取組方針を示す。 

 
表Ⅱ-1-8 公共施設の導入可能性の検討 

分野 導入可能性の検討 具体的な検討イメージ 

①広域的観点
から必要と
される導入
機能 

（県レベルの
公共施設） 

普天間飛行場周辺においては、広域医療施設が不
足している状況にあるが、キャンプ瑞慶覧返還地
区（西普天間住宅地区）での導入が予定されてい
る。 

〇広域医療施設との連
携 

普天間飛行場跡地は、災害リスクの危険性が少な
い場所であり、重要港湾である那覇港湾と中城港
湾の中間に位置し、広域防災の観点において拠点
配置に適した場所であることから、広域防災施設
の導入を図る。 

〇広域防災施設の導入 

②普天間飛行
場跡地周辺
に不足する
公共施設の
導入機能 

（市レベルの
公共施設） 

市レベルの公共施設としては、特に市役所庁舎は
主要施設であり老朽化も進んでいることから、普
天間飛行場跡地内への移転が考えられる。※ 
 
 

○市庁舎を含む市民利
用施設（市民センタ
ー等）の導入 

 

 

※前頁参照 
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３．大規模開発に導入可能な最先端技術の検討 

行程計画の「大規模開発に導入可能な最先端技術の検討」の一部として、令和５年度は

「大規模開発に導入可能な最先端技術の情報収集」を実施、「SDGs アクションプランを踏

まえた取組や仕掛けの検討」の一部を実施した。 

（１）大規模開発に導入可能な最先端技術の情報収集 

１）分野別の施策に関する最先端技術 

最先端技術に係る情報収集では、カーボンニュートラルやモビリティサービス、グリー

ンインフラなどのまちづくりに係る最先端技術と、DX やデジタルツインといった情報通

信・合意形成活動に使用するデジタル技術など多岐にわたる。 

このため、大規模プロジェクトに配慮すべき分野別施策を設定し、各施策における最先

端技術について、内閣府や国土交通省、環境省などが作成する資料を中心として情報収集

を行い整理した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-3 分野別施策と最先端技術の事例  

主な参考資料：カーボンニュートラルの実現に向けた国土づくり（国土交通省） 
       都市行政におけるカーボンニュートラルに向けた取組事例集（国土交通省） 

カーボンニュートラル 2050 を実現する都市の技術・政策システムにむけて 
（社会資本整備審議会・交通政策審議会技術部会資料：東京大学藤田教授） 
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２）各施策の最先端技術 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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Ⅱ-1-24 
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第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 
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３）民間企業による最先端都市モデル 

➀ロボットや AI 技術を駆使した都市モデル事例【ウーブン・シティ(Woven City)】 

ウーブン・シティ(Woven City)は、図Ⅱ-1-3 に示す最先端技術項目のうち、「カーボン

ニュートラル」及び「交通環境」分野に特徴のある事例である。 

 

 

 

 

 

 

  

トヨタ自動車株式会社は、ロボットや AI 技術を駆使した実験都市（ウーブン・シティ）を開発

するプロジェクトをスタートしている。 

ウーブン・シティでは、ロボット・AI・自動運転・MaaS・パーソナルモビリティ・スマートホー

ムといった先端技術を人々のリアルな生活環境の中に導入・検証する実験都市を新たに作り上げる

ことを目的に、パートナー企業や研究者と連携しながら、技術やサービスの開発・実証のサイクル

を素早く繰り返し、人々の暮らしを支えるあらゆるモノやサービスが情報で繋がることで生まれ

る、新たな価値やビジネスモデルを見出すとしている。 

 

≪ウーブン・シティ構想≫ 

街を構成する 3 つの“道” 
１：スピードが速い車両専用の

道として、「e-Palette」など、

完全自動運転かつゼロエミ

ッションのモビリティのみ

が走行する道 

２：歩行者とスピードが遅いパ

ーソナルモビリティが共存

するプロムナードのような

道 

３：歩行者専用の公園内歩道の

ような道 

 

「ウーブン・シティが目指すのは、ヒトやモノ、情報がより活発に動くことのできる「モビリテ

ィの拡張」と「未来の当たり前を発明」するための仕組みづくり。「ウーブン・シティ」において

は、働く人、住む人、訪れる人各々が“発明者”として、生活する中で感じた困りごとやアイディ

アを共有。“街”というリアルな生活の場を通して、浮かび上がったアイディアを実現させるまで

の方法や効果を暮らしの中でテストしていく。」としている。 

この他、「エネオスの知見を活かした水素エネルギーの利活用」や「NTT とのパートナーシップ

によるスマートシティプラットフォームの実現」など、様々な企業との連携によって都市モデルの

構築を目指している。 

引用：TOYOTA WOVEN CITY 
https://www.woven-city.global/jpn 
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東京ポートシティ竹芝は、新たな国際ビジネ

ス拠点の創出を目的として、東急不動産と鹿島

建設が共同開発したソフトバンク本社を有する

複合再開発プロジェクトである。 

オフィスタワーには、ソフトバンクの最先端

テクノロジーが搭載され、オフィスワーカーの

利便性・快適性向上やビル管理の効率化につな

がる仕組みを導入するなど、都市型スマートシ

ティを実現「データのリアルタイム活用」を実

現するデータプラットフォーム「Smart City 

Platform」を開発している。地区内のさまざまな

情報を収集し、エリア内の企業やテナントが活

用することで、その街で過ごす全ての人々に快

適な空間を提供している。 

また、竹芝地区において収集した人流データ

や訪問者の属性データ、道路状況、交通状況、

水位などのデータをリアルタイムでさまざまな

事業者が活用できるデータ流通プラットフォー

ムや、先端技術を活用したサービスなどを竹芝

地区に実装することで、回遊性の向上や混雑の

緩和、防災の強化などを実現し、竹芝及び周辺

地区の課題解決を目指している。 

 ■竹芝及び周辺地区が目指す姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ②データプラットフォームによる地区内データの情報共有事例【東京ポートシティ竹芝】 

東京ポートシティ竹芝は、図Ⅱ-1-3 に示す最先端技術項目のうち、「情報・通信」

分野に特徴のある事例である。 

 

 

 

 

 

 

  

■東京ポートシティ竹芝の情報共有イメージ 

■東京ポートシティ竹芝全景 

引用：ソフトバンク「Smart City Takeshiba」 
https://www.softbank.jp/biz/dx/takeshiba
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イオンモール株式会社は、地域において地産地消の再生可能エネルギーを創出し、施設内で使

用する電力は入店する専門店分も含めＣＯ２を排出しない電力とすることを目指している。2025

年までにイオンモールが管理・運営する国内の約 160 モールで使用する電力を再生可能エネルギ

ーに転換するという目標において、各地域での再エネ直接契約による実質ＣＯ２フリー電力調達か

ら、順次地産地消の再生可能エネルギーへ切り替え、2040 年度には直営モールで 100％地産地消

を実現することとしている。2022 年度より太陽光発電から着手し、段階的に風力発電等の他の発

電手法や、水素エネルギー、蓄電池等を活用していく。 

また、買い物客の参加型の再エネ循環プラットフォームを整え、家庭で発電した電力（余剰電力）

をＥＶでモールに放電、放電量に応じて、環境貢献指数の見える化やポイントなどを進呈する。ア

プリからアクションレコードを管理し、ＥＶによる再エネの放電だけでなく、植樹活動や廃プラ回

収、食品ロスの対策協力など環境貢献活動に対しても数値化を行い、活動する意味の見える化をす

ることで、買い物客と一体となった地産地消を目指している。 

 

 

 ③再生可能エネルギーによる電力の地産地消事例【イオンモール株式会社】 

イオンモール株式会社の事例は、図Ⅱ-1-3 に示す最先端技術項目のうち、「カーボン

ニュートラル」及び「情報・通信」分野に特徴のある事例である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

引用：イオンモール株式会社 
https://www.aeonmall.com/files/management_news/1671/pdf.pdf 

≪地域とともに地産地消の再生可能エネルギーを創出≫ 

≪家庭で発電した電力を EV でモールに放電し放電量に応じてポイントなどを進呈≫ 
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（２）SDGs アクションプランを踏まえた取組や仕掛けの検討 

１）国内における SDGs アクションプランの取組状況 

SDGs（Sustainable Development Goals︓持続可能な開発目標）とは、「誰一人取り残さな

い」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標であり、2015 年 9月の国連

サミットにおいて全会一致で採択された。日本政府は、世界目標の実現のために、翌年 12

月に『SDGs 実施指針』を策定し、全国自治体の SDGs アクションプラン策定を推進して

いる。 

 

≪SDGs 実施に関する日本政府の取組経過≫ 
2015 年 9 月 国連サミット「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」 
2016 年 5 月 SDGs 推進本部設置（第１回 SDGs 推進本部会合） 
2016 年 12 月 『SDGs 実施指針』策定（第２回 SDGs 推進本部会合） 
2017 年 6 月・『ジャパン SDGs アワード』創設（第３回 SDGs 推進本部会合） 
2017 年 12 月 『SDGs アクションプラン 2018』決定、第１回ジャパン SDGs アワード表彰

（第４回 SDGs 推進本部会合） 
2018 年 6 月・『拡大版 SDGs アクションプラン 2018』決定（第５回 SDGs 推進本部会合） 
2018 年 12 月 『SDGs アクションプラン 2019』決定、第２回ジャパン SDGs アワード表彰

（第６回 SDGs 推進本部会合） 
2019 年 6 月・『拡大版 SDGs アクションプラン 2019』決定（第７回 SDGs 推進本部会合） 
2019 年 9 月 SDG サミット 2019 開催。首脳レベルで過去 4 年間の SDGs の取組をフォロー

アップ。安倍前総理は、民間企業の取組や地方創生の取組など国内外における
取組を加速させる決意を表明。 

2019 年 12 月 『SDGs 実施指針』改定。『SDGs アクションプラン 2020』決定、第３回ジャ
パン SDGs アワード表彰（第８回 SDGs 推進本部会合） 

2020 年 10 月 「地方公共団体のための地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度ガイドライン」
公表 

2020 年 12 月 『SDGs アクションプラン 2021』決定、第４回ジャパン SDGs アワード表彰
（第９回 SDGs 推進本部会合） 

2021 年 6 月・『自発的国家レビュー（VNR）』（『ポストコロナ時代の SDGs 達成に向けて』）決
定。→７月に国連で開催のハイレベル政治フォーラム（HLPF）で発表 

 

SDGs の推進にあたっては、国は SDGs アクションプラン（令和５年）を策定し、目標

達成に向けた行動計画を示しているが、目標達成には都道府県や市町村などの地方自治

体による協力が必要であることから、アクションプランの策定推進を進めている。 

沖縄県は、令和３年９月に基本的な指針となる「沖縄県 SDGs 実施指針」を策定し、令

和５年３月に『おきなわ SDGs アクションプラン』を策定している。 

 

SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事業は、地方公共団体による SDGs の達成に向

けた取組の提案を公募・選定する事業である。本事業は第２期「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」において「地方創生 SDGs の実現などの持続可能なまちづくり」の施策の１つ

として位置づけられており、前述の「SDGs アクションプラン」では「日本の SDGs モデ

ル」とされている施策である。 

SDGs 未来都市は、提案自治体から最大 30 程度が選定され、自治体 SDGs モデル事業で

は SDGs 未来都市の中でも特に先導的な取組を 10 程度選定する。選定された自治体は、

国とも連携しながら提案内容をさらに具体化し、３年間の計画を策定するとともに、その

達成に向けた取組を積極的に実施するものであり、普天間飛行場跡地利用においては非

常に関係性の高い計画となるため、事業実施に向けて取り組みの準備を進めておく必要

がある。 
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表Ⅱ-1-9 平成 30 年度〜令和３年度ＳＤＧｓ未来都市等選定都市一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-4 平成 30 年度〜令和３年度ＳＤＧｓ未来都市等選定都市所在地 

  引用：地方創生に向けた SDGs の推進について（内閣府） 
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２）沖縄県の SDGs 未来都市の取組状況 

➀沖縄県の基本理念 

沖縄県では、県民をはじめとする様々なステークホルダーと連携しながら沖縄らし

い SDGs を推進していくための基本的な指針を「沖縄県 SDGs 実施指針」として、令和

３年９月に策定し、同実施指針に位置づけた基本理念、優先課題などに対応した具体的

なアクションやモニタリングの指標等を「おきなわ SDGs アクションプラン」としてま

とめている。 

「沖縄らしい SDGs の基本理念」については、SDGs 推進と県民が描く将来像の実現

にあたり「沖縄２１世紀ビジョン」と重なることが多いことを踏まえ、残すべき、ある

いは残したい沖縄らしさと、変えていくべき沖縄の双方を含有し、継承と変革への沖縄

の挑戦を示すものとして定めている。 

また、「おきなわ SDGs アクションプラン」では、沖縄の歴史的・地理的・自然的・

社会的特殊事情を踏まえ、県民アンケートの結果を含めた多様な意見に基づき、12 の

優先課題及び SDGs 推進の目標と実現に向けたアクションを設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-5 「おきなわ SDGs アクションプラン」の基本理念と将来像 
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②「SDGs 推進の目標」及び「実現に向けたアクション」 

12 の優先課題及び SDGs 推進の目標と実現に向けたアクションは、12 項目に「SDGs

推進の目標」が設定され、それぞれの実現に向けたアクションが示されている。 

 
≪優先課題①≫ 
性の多様性（LGBT 等）、障がいの有無、国籍など、互いの違いを認め合い、一人ひとりが大切にさ
れ、あらゆる場所で活躍できる社会の実現（多様性の尊重、個人の尊厳） 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 多様な性を理由とする偏
見・差別をなくし、性の多
様性が尊重された社会を実
現する。 

●全ての人の性のありようを尊重し、差別や暴力のない人権が尊重される社会を
つくることを県民全体で共有する。 

●地域活動、学校教育、家庭教育、職場などのあらゆる場面で、性の多様性につ
いて理解・尊重する機会を増やす。 

●偏見・差別やあらゆる種類の暴力を許さない。 

2 障がいをはじめとした課題
を持つ全ての人々にとっ
て、協力的で包摂的なサー
ビス・アクセスを提供する
社会を実現する。 

●サービス・製品の開発を含むユニバーサルデザインの普及やバリアフリー化を
促進する。 

●障がいのある方の雇用促進と働きやすい職場環境づくり等に取り組み、社会参
加を促進する。 

3 様々な国の生活・文化が理
解され、誰もが住みやすい
地域の形成を実現する。 

●若者・子どもたちが様々な国や地域の文化を理解する教育に取り組むととも
に、沖縄で暮らす外国人の言語や文化の理解を広め、地域における相互尊重と
共生を育む。 

●国籍に限らず地域の住民が地域課題解決に参画できる機会をつくるとともに、
子どもたちが教育を受ける権利を保障し、実態を踏まえた支援を行う。 

●多言語表示のサイン等を含めた様々な場面で外国語対応を充実や「やさしい日
本語」の使用を促進するとともに、相談しやすい行政窓口をつくる。 

●外国人や外国につながる子どもたちどうしが出会い、交流し、助け合うことの
できるコミュニティを支援し、孤立を防ぐ。 

4 家庭、職場、学校、地域と
いったあらゆる場面でジェ
ンダー平等、男女の機会均
等を実現する。 

●性別による役割・仕事といった決めつけを無くしていく。 
●働き方改革として、ジェンダーレスに取り組み、女性の社会進出を促す。 
●あらゆる分野の政策・方針決定過程における女性の参画及び平等なリーダーシ

ップの機会を確保する。 

5 安全・安心で充実感を持っ
て働くことができる労働環
境を促進し、誰もが生き生
きと活躍できる社会を実現
する。 

●若者や障がい者を含めた全ての人々に対して、仕事を通じた自己実現や能力伸
長に対する理解を促す。 

●安全・安心な労働環境づくりや生産性の向上に取り組む企業・団体が評価され
る環境をつくる。 

●個人の意思を尊重した就労支援を促進すると同時に、雇用機会の提供に積極的
な企業・団体を奨励する。 

≪優先課題②≫ 
医療・福祉の充実、健康長寿と生きがい、子どもを貧困から守る子育てしやすい暮らし 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 平均寿命及び健康寿命が延
び、健康・長寿おきなわの
復活を実現する。 

●適度な運動など、生活習慣を見直し、生活習慣病を予防する。 
●飲酒は節度ある適度な量を心がける。 
●タバコの健康影響に関する情報を収集し、受動喫煙の防止や禁煙に取り組む。 
●特定健診、がん検診を受診する。 
●感染症の感染防止策や新しい生活様式の実践に積極的に協力する。 
●職場における健康づくりの導入を促進する。 
●職員のメンタルヘルスケアに取り組む。 

2 全ての人々に対する普遍的
な医療提供体制が充実し、
安心して生活できる社会を
実現する。 

●地域医療の提供体制を充実する。 
●感染症対応に向けた体制強化に取り組む。 
●離島・へき地の医療提供体制を確保・充実する。 
●医療人材の育成及び確保に取り組む。 

3 ひとり親家庭など、支援が
必要な方が安心して生活で
きる環境の形成を実現す
る。 

●子育てと生計維持を一人で担うひとり親家庭や生活困窮世帯などの保護者に対
する支援体制を充実する。 

●医療、介護、予防、住まい、生活支援が切れ目なく一体的に提供される地域包
括ケアシステムをつくる。 

4 高齢者が安心して元気に暮
らせる社会を実現する。 

●介護サービスや認知症サポーターによる支援等を充実する。 
●高齢者が生きがいをもって働ける環境や多様な交流・活躍の場を形成する。 
●サービス・製品の開発を含むユニバーサルデザインの普及を促進する。 

5 安心して子育てができる環
境の形成を実 
現する。 

●妊産婦が安心して妊娠・出産・育児ができる体制を充実させる。 
●男性も家事・育児に参画する社会に向けた個人及び社会（周囲）の意識改革の

促進や育児休業を取得しやすい職場環境の形成を図る。 
●待機児童が生じることのないよう、保育士の確保・定着に取り組む。 
●認可外保育施設を含めた幼児教育・保育の質の向上に取り組む。 
●放課後児童クラブを充実する。 

6 生活困窮世帯の子どもや世
帯を支援する官民の枠組み
が充実し、子ども達が生き
生きと活動できる環境の形
成を実現する。 

●沖縄子どもの未来県民会議を中心とした官民連携の活動に参加する。 
●子ども食堂、フードバンク・フードネットワーク等に協力・支援を行う。 
●学校、地域、行政など関係機関が一体となって子ども達を支える。 
●子どもが安心できる様々な居場所を地域に増やす。 
●ヤングケアラーに関する課題解決に向けて、連携して取り組む。 
●教育・生活など、生活困窮世帯や支援が必要な子どもをサポートする団体等の

活動に協力・支援を行う。 
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≪優先課題③≫ 
地域への誇り（しまくとぅばの普及・推進等）と夢・目標をもてる学びの確保、教育の充実 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 生まれ育った地域の歴史や
文化等を学び、地域への愛
着と誇りを持った若者が活
躍する社会を実現する。 

●しまくとぅばの多様性を尊重しつつ、学校、地域、家庭でしまくとぅばを聞く
機会や話す機会の創出や、子どもや若者の地域の歴史や文化等に対する愛着心
の醸成に取り組む。 

●地域の伝統行事等に触れ、見直すきっかけをつくる。 

2 時代に対応し、生きる力を
育む、多様な学びの環境の
形成を実現する。 

●一人ひとりが自分らしく生き生きと主体的に将来に向けて学べる環境をつく
る。 

●学校、地域、家庭でSDGsを学ぶ機会をつくる。 
●様々な国の歴史・文化、障がい、性別など、多様性に対する理解を深める機会

をつくる。 
●外国語、科学、金融・消費、ICT、アートなどを学ぶ機会を充実する。 
●ICTを活用した学びの機会を充実する。 

3 充実した人生100年時代、
再チャレンジを支える学び
の環境を実現する。 

●社会教育としてのキャリア教育、リカレント教育等の機会を充実する。 
●ICTの活用等を含め、生涯教育と生涯学習の環境を充実する。 

≪優先課題④≫ 

基幹産業として持続可能で責任ある観光（サステナブル／レスポンシブルツーリズム）の推進、観光との連携・相乗効

果等も活用した産業振興（農林水産業におけるブランド化等）、県経済の基盤となる安定的な雇用 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 魅力的な観光産業の展開と
生物多様性の両立により、
世界に誇る持続可能な観光
地（サステナブル・ツーリ
ズム等）の形成を実現す
る。 

●サステナブル(持続可能）／レスポンシブル（責任ある）／ユニバーサル（誰も
が楽しめる）・ツーリズムを推進し、世界に誇る沖縄観光ブランドの形成に取
り組む。 

●環境にやさしいスキューバダイビングやシュノーケリングを推進する世界的な
仕組みである「Green Fins」を推進する。 

●観光以外の全ての産業においても、持続可能な観光についての共通認識を形成
し、実現に向けて取り組む。 

2 県内企業の稼ぐ力を強化
し、観光との連携・相乗効
果なども活用することで、
域内経済循環の拡大や県民
所得の向上を実現する。 

●企業の連携やICTの活用、高度人材の育成・確保等による付加価値や生産性の向
上を図る。 

●経済における「SDGsの主流化」や地域課題に対応したソーシャルビジネス創
出とESG投資等を促進する。 

●泡盛、琉球料理、伝統工芸、特産品等、地域資源の利用促進とブランド化に取
り組む。 

3 沖縄県産農林水産物のブラ
ンド化による県外消費と地
産地消の促進により農業・
林業・水産業の産出額等の
拡大を実現する。 

●観光との連携を含めた農林水産物のブランド化、６次産業化の取組を促進す
る。 

●沖縄県産農林水産物の地産地消を促進する。 
●亜熱帯海洋性気候や多様な地域資源等、沖縄県の特性を活かした持続可能な農

林水産業の推進 
●担い手農家の育成・確保と農地の有効活用を促進する。 
●資源管理型漁業を推進し、持続可能な漁業を促進する。 

4 科学技術・イノベーション
により、健康・バイオ・医
療関連分野等において、新
たな産業等が創出され、持
続可能な産業の振興を実現
する。 

●健康・バイオ・医療、環境、ブルーエコノミー、航空・宇宙等の新たな産業の
創出集積に向けて取り組む。 

●産学連携の研究開発促進や新技術の実証試験等を積極的に行うテストベッド・
アイランドの形成などにより、高付加価値産業を創出・育成する。 

●スタートアップの支援を充実させ、新たなビジネス創出を促進する。 
●支援機関の連携を促進し、効果的な支援体制を構築する。 

5 働く意欲のある人に雇用の
機会が確保され、沖縄社会
全体で完全かつ生産的な雇
用を実現する。 

●正規雇用の拡大や、非正規雇用労働者の待遇の改善を促進する。 
●働きやすい環境、柔軟な働き方ができる環境づくりを促進する。 
●再就職、転職に向けた職業能力開発や就業支援を充実する。 

≪優先課題⑤≫ 
日本とアジア・太平洋の架け橋となる物流・情報・金融の拠点 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ アジア・太平洋の国際物流
拠点として確立され、公平
で開かれた貿易環境を実現
する。 

●高付加価値製品を出荷する製造業の育成・集積を促進する。 
●物流関連企業の育成・集積を促進する。 
●国際物流拠点を支える空港及び港湾の機能強化を推進する。 
●物流産業、製造業における雇用拡大を促進する。 

2 情報通信産業が稼げる産業
へと変革し、産業DXを支え
るパートナーとして、沖縄
の産業の持続的発展に寄与
することを実現する。 

●IoT、AI、ロボット等ICTを活用した新たなビジネス・イノベーションの創出、
集積を促進する。 

●あらゆる分野において、DX（デジタルトランスフォーメーション）を促進す
る。 

●高度化を担う人材や多様なDX人材を育成する。 
●官民連携により次世代通信網の基盤整備を促進する。 
●アジア諸国とのビジネスネットワークの構築に向け、人・ビジネス交流を促進

する。 

≪優先課題⑥≫ 
気候変動に適応する強靭なインフラと交通網の整備 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 気候関連災害・自然災害に
対する強靭さ（レジリエン
ス）を備えた地域づくり・
まちづくりを実現する。 

●社会基盤等の防災・減災・長寿命化の対策を進める。 
●ハザードマップの充実及び周知を促進するとともに、災害時の緊急避難体制を

強化する。 
●災害情報の発信や防災に関する案内に多言語や「やさしい日本語」を導入し、

災害時に観光客を含めた外国人を取り残さない環境をつくる。 

2 2050年度カーボンニュー ●太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入拡大を促進する。 
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トラルの実現に向け、本県
の地域特性に合ったクリー
ンエネルギーの導入拡大や
省エネルギー対策の推進、
二酸化炭素吸収源対策等が
進み、災害に強い島しょ型
の脱炭素社会に向けた基盤
形成を実現する。 

●エネルギーの自立分散化を推進し、安定供給と強靱性（レジリエンス）の強化
を図るため、EMS（エネルギーマネジメントシステム）を活用した地域マイク
ログリッドや、非常用電源となる蓄電池の導入拡大を推進する。 

●水素・アンモニア等の次世代エネルギーの利用に向けて実証事業等を促進す
る。 

●省エネルギー設備・機器、ネットゼロエネルギーハウス・ビル（ZEH・ZEB）
の導入を促進する。 

●カーボンオフセットの活用や二酸化炭素吸収源の確保・拡充を推進する。 
●エコアクション21、ISO14001の認証等の取得を促進する。 
●EV・PHV等の電動自動車導入を促進する。 
●省エネルギー行動（節電、省エネ家電導入、公共交通利用・徒歩・自転車利用

等）を推進する。 

3 環境と人に優しい地域づく
り、交通網・まちづくりを
実現する。 

●緑化の推進と適切な管理等により、潤いと安らぎのある地域をつくる。 
●過度な自家用車利用から公共交通への利用転換を促進する。 
●ICTの活用や機能強化等により公共交通の利便性を向上する。 
●鉄軌道を含む新たな公共交通システムと地域を結ぶ利便性の高い公共交通ネッ

トワークを構築する。 
●電動自動車（EV・PHV等）や電動自転車等のシェアリングを促進する。 
●交通渋滞の緩和・解消を通じて、負担なく移動できる環境づくりに取り組む。 
●沖縄らしい景観・風景づくりや独自の歴史・文化を体現する風格ある都市空間

を創出する。 

≪優先課題⑦≫ 
多様な生物・生態系や世界自然遺産を含む自然に囲まれた環境の保全、エコアイランドの実現、自然と調
和したライフスタイル 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 美しく豊かな自然が保全さ
れ、生物多様性の維持を実
現する。 

●世界自然遺産や自然公園を適正に保全・管理し、持続的な利用を推進する。 
●生物多様性の保全のため、希少野生生物のモニタリングや外来種の駆除等を推

進する。 
●赤土対策、海岸漂着物等対策、不法投棄の対策等、水域や陸域の環境保全対策

に取り組み、あらゆる種類の汚染を大幅に削減する。 
●生物多様性に富んだ沖縄の自然環境の保全、気候変動対策を促進するため、環

境学習や普及啓発等を推進する。 

2 持続可能な消費・開発、自
然と調和したライフスタイ
ルの形成、廃棄物削減など
によって資源循環型の社会
を実現する。 

●グリーン購入（環境負荷が小さい製品購入）、エシカル消費（環境、人権問題
等に配慮した消費）を促進する。 

●食品ロスの削減に向けて、官民が連携した県民運動として推進することで沖縄
県全体で機運を醸成するとともに、食品リサイクルを含めたサーキュラーエコ
ノミー（循環経済）の形成を促進する。 

●脱プラスチック社会に向けて、使い捨てプラスチック製品の使用低減や、環境
に優しい製品への転換などを推進する。 

●廃棄物の減量化や資源循環（リサイクル等）の取組を促進し、廃棄物の排出を
大幅に削減する。 

● 資源循環社会の構築に向けた環境学習や普及啓発等を推進する。 

≪優先課題⑧≫ 
基地から派生する諸問題の解決の促進、平和を希求する沖縄として世界平和への貢献・発信 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 基地から派生する諸問題の
解決が進んでいる。 

●米軍基地から派生する事件・事故、航空機騒音、環境汚染等の諸問題の解決、
日米地位協定の抜本的見直し等について、国民的議論を喚起しつつ、国等に強
く求める。 

●事件・事故等の未然防止、被害者への補償、再発防止対策等を国等に求める。 
●航空機騒音等の問題への対応を国等に求める。 
●環境問題に関する調査、調査結果の公表、汚染防止及び除去を国等に求める。 

2 平和を希求する「沖縄のこ
ころ」が継承され、国内外
に広く発信され、世界平和
への貢献を実現する。 

●平和祈念資料館・平和の礎・慰霊碑等の訪問、平和発信に向けた式典、展示
会・シンポジウム等の開催、平和の構築・維持に貢献する個人・団体等とのネ
ットワーク形成を通じ、国内外に平和を希求する「沖縄のこころ」を発信す
る。 

●沖縄戦の体験や遺産等の記録・保存・調査研究を推進する。 
●地域の子どもたちが平和を学ぶ機会及びコンテンツを充実する。 
●修学旅行生を含めた観光客に対する平和学習やSDGs等の教育旅行を充実す

る。 
●平和学習や教育旅行を支えるガイドなど、次世代に平和を語り継ぐ担い手の育

成・確保に取り組む。 
●文化及びスポーツ交流等を通じた国際相互理解の促進により、国際社会の平和

に貢献する。 

≪優先課題⑨≫ 
共助・共創型の安全・安心な社会の実現 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 行政、家庭、企業、ボラン
ティア等の地域社会を構成
する各主体が一体となって
防災・防犯に取り組み、安
全・安心に暮らせる地域を
実現する。 

●行政、地域防犯ボランティア、企業、関係機関が連携した防犯ネットワークの
構築や防犯対策の普及等を促進する。 

●飲酒運転の根絶、節度ある適度な量の飲酒に対する理解を深め、アルコール関
連の犯罪防止を促進する。 

●少年の非行防止・健全な育成に向けて、見守りや相談指導、文化・スポーツ等
の多様な交流機会の確保など、行政、地域、教育機関、家庭等が連携して取り
組む。 

●災害時の地域防災力を強化するとともに、要配慮者の避難支援については、行
政と地域等の連携等による支援体制を構築する。 

2 社会的弱者に対する犯罪等
の防止や被害者等への支援

●ＤＶ、性犯罪・性暴力等を排除し、相談窓口の設置と関係機関が連携した体制
により、速やかな相談対応から支援の実施につなげる。 
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のための体制や環境の構築
を実現する。 

●児童虐待の未然防止、早期発見に向け取り組むとともに、市町村などの関係機
関や地域の連携を促進する。 

●児童虐待、ＤＶ、性犯罪・性暴力等の防止に向けた教育の充実やそれらの犯罪
を許さない県民意識の更なる向上と犯罪防止に向けた連携を促進する。 

●外国人との結婚や離婚等に関連する国際的な家庭問題等への支援を促進する。 
●行政、民間支援団体、関係機関等が連携し、犯罪被害者等に対する支援活動等

を推進する。 

3 地域課題に行政・地域・企
業等の多様な関係者が持ち
味をいかしつつ連携して推
進するパートナーシップを
通じて、共助・共創型の社
会を実現する。 

●地域住民、NPO等の市民社会団体、企業、行政等が参画し、多様な形で人的・
財政的な資源等を確保しながら、地域課題の解決に取り組む。 

●行政・企業・団体間の様々な包括的な連携等の様々な取組を充実する。 
●NPO等を始めとする各種支援団体の活動に対して協力及び支援を行う。 

≪優先課題⑩≫ 
ユイマール（相互扶助）の継承、人の和・地域の和 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 県民一人ひとりが地域活動
に積極的に参画するローカ
ルパートナーシップが充実
した社会を実現する。 

●地域について学び、地域の方々と交流し、地域活動や地域の伝統行事に参加す
る。 

●地域ボランティア活動や地域の文化・スポーツ活動への参加促進と、活動への
協力・支援を行う。 

●自治会や自主防災組織、消防団、地域防犯活動等の地域コミュニティへの参加
と活動への協力・支援を行う。 

2 地域の伝統行事や文化に若
い世代が参加する機会が増
え、次世代への継承を実現
する。 

●地域の歴史や文化等に対する愛着心を醸成し、地域外との交流を通じた地域文
化の掘り起こしに加え、伝統芸能や地域行事の積極的な発信に取り組む。 

●若者を含めた多様な世代が地域の歴史や文化を触れる機会を作る。 

≪優先課題⑪≫ 
地域・世代・分野・文化等を超えた多様な交流と連携の創出 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 離島等の魅力を活かした地
域間の交流が活発に行われ
るとともに、住民が安心し
て生活できる社会を実現す
る。 

●離島の魅力の理解を深め、国内外に発信し、観光を始め様々な交流を促進す
る。 

●離島等における生活、経済活動を支える様々な基盤や環境を充実させる。 
●離島等の移住を促進するとともに、地域コミュニティの参加を支援する。 
●移住・定住を促進する住環境を充実させる。 

2 世界のウチナーンチュとの
交流が活発に行われ、次世
代へ安定的に継承されてい
く環境の形成を実現する。 

●国内外の県人会や団体等、世界に広がるウチナーネットワークの継承・発展に
向け取り組むとともに、経済・文化等の様々な方面の国際交流を促進し、持続
可能な開発のためのグローバル・パートナーシップを築く。 

●若い世代の交流や海外進出など、様々な国際交流を通して、互いに学び合い共
に作るネットワークの構築を促進する。 

●世界のウチナーンチュのネットワークを活かした企業等の海外への販路拡大・
進出、ネットワークの形成を促進する。 

3 伝統文化・歴史・伝統行事
を若い世代が継承し、世代
や国を超えた発信を行い、
多様な交流が広がっている
社会を実現する。 

●首里城の復元と琉球歴史・文化の復興に向けた様々な活動等に地域、世代を超
えて取り組む。 

●地域の伝統行事や食文化など、地域の個性豊かな文化資源の特性に応じたまち
づくりに資する取組を推進するとともに、地域や世代を超えて魅力を発信す
る。 

●沖縄空手の保存・継承・発展に向けて、国内外への情報発信、指導者及び後継
者の育成並びに世界レベルの大会や国際的なイベントを通した国際交流を促進
する。 

4 多様な文化やスポーツ等の
活動や交流、地域の資源を
活かした、地域活性化や産
業振興、国際交流を実現す
る。 

●本県の多様な文化芸能の振興を通じ、地域の活性化や多様な交流を促進する。 
●スポーツイベント開催、キャンプ誘致、地域プロスポーツなどにより地域の活

性化と多様な交流を促進する。 
●子どもや若い世代の様々な文化・スポーツ活動への挑戦を地域で支え、人材を

育成する環境づくりに取り組む。 

≪優先課題⑫≫ 

世界の島しょ地域における技術・経験の共有と国際貢献・グローバル・パートナーシップ 

No. SDGs推進の目標 実現に向けたアクション 

１ 沖縄の技術や経験を世界各

地に発信・共有することで

国際貢献を促進する。 

●環境・エネルギー分野、農林水産分野、公共インフラ分野、公衆衛生分野、観

光分野など、県内に集積されている様々な分野の技術や経験を世界各地の課題

解決に活かす。 

2 世界各国との交流の推進を

通じて、グローバル・パー

トナーシップを促進する。 

●世界各地域との共同研究や交流を促進し、エネルギーや自然環境・生物多様性

の保全など、様々な分野における国際交流、人材育成等を推進する。 

引用：おきなわ SDGs アクションプラン 
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３）大規模開発に導入可能な最先端技術の今後の取組方針 

➀普天間飛行場跡地への導入可能性の検討 

広大な敷地を有する普天間飛行場跡地においては、SDGs 未来都市に係る様々な施策

の導入可能性が考えられるため、各分野のカテゴリーに関する導入可能性について検

討し、表Ⅱ-1-10 のように整理した。 

表Ⅱ-1-10 各分野のカテゴリー別の導入可能性 

分野 カテゴリー 普天間飛行場跡地への導入可能性 

カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト
ラル分野 

エネルギーの地
産地消 

・エネルギーの地産地消は、地区内と地区外の電力過不足状況
を負担しあうもので、地域の安定したエネルギー供給と経済
的なエネルギー消費を図る対策として、検討が必要である。 

再生可能エネル
ギー 

・県内では、風速基準や地質条件などで、太陽光発電以外の再
生可能エネルギーの導入は増えていないが、小規模水力発電
や水素発電などを含めた検討が必要である。 

建築物による省
エネ化 

・建築物に対しては、屋上・壁面緑化によるヒートアイランド
対策を行い、エネルギー効率を高めることが可能なため、民
間建築物の緑化に対する支援方法を検討する必要がある。 

環境に配慮した
民間都市開発 

・普天間飛行場跡地では、大規模公園エリアや適正な都市公園
が整備され、緑豊かな市街地環境が確保される。このため、
敷地内に対する支援制度の検討の必要性は低い。 

交 通 環 境
分野 

新たな交通のモ
ビリティイノベ
ーション 

・鉄軌道を有する LRT や BRT の導入については、県・市レベル
での検討が必要であるため、本跡地利用計画においては上位
機関での検討経緯を注視し、跡地利用計画への反映を行う。 

・低炭素型地域モビリティやスマートモビリティなどの新たな
交通モビリティの導入を積極的に検討し、地区内にモビリテ
ィスポットを配置して、地区内のモビリティイノベーション
を促す。 

・次世代モビリティの導入にあたっては、スマートシティの提
案など、民間企業の参画機会について検討を行う。 

低炭素型地域モ
ビリティモデル 

スマートモビリ
ティの導入 

環 境 創 造
分野 

グリーンインフ
ラの社会実装の
推進 

・普天間飛行場跡地では、豊かな緑地の確保を図ることが必要
とされ、道路や駐車場、公共施設の緑化推進及び防災対策と
してのグリーンインフラ整備の検討が必要である。 

官民連携による
公園整備・管理
運営の推進 

・地区内に整備される公園・広場等に関しては、園内での収益
施設によるサービス提供及び公園の管理運営などに関して、
官民連携手法を積極的に取り入れるための対策を検討する。 

情報・通信
分野 

スマートコミュ
ニティ事業 

・スマートコミュニティは、周辺地域の防災拠点としての役割
を担う普天間飛行場跡地において、電力供給系統の分離を図
るためにも必要な対策となることから検討が必要である。 

・また、エリアエネルギーマネジメントシステムは、地区内の
電力マネジメントを運用するために必要なシステムであり、
スマートグリッド事業の導入も含め検討を行う必要がある。 

エリアエネルギ
ーマネジメント
システム 

DX 関連分
野 

スマートプラン
ニングの高度化 

・近年の大規模開発では、計画段階から３D 都市モデルのデー
タ構築を進め、土地利用計画や施設配置計画を検討する上で
の様々なシミュレーションによる分析に基づき、計画作成を
行うケースが増えている。また、整備後のスマートコミュニ
ティやエリアマネジメントなどでの活用も可能である。 

・計画段階では、地権者や地域住民の合意形成ツールとしての
活用が考えられるため、早い段階の導入検討が必要である。 

プロジェクトシ
ミュレーション 

その他 ライフワークバ
ランスへの対応 

・地区内就業者・居住者が利用するサテライトオフィスの整備
を行う自治体への国の支援が行われるため導入検討が必要。 

・グリーントランスフォーメーション（GX）への対応や民間企
業の最先端技術を計画に取り入れるため、官民連携プラット
フォームでの企業とのマッチングや実現に向けた具体的な
検討、スマートシティ提案などを検討する必要がある。 

民間企業による
先導的取組み 
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②普天間飛行場跡地において検討すべき項目及び検討方針 

➀で検討・整理した各分野における普天間飛行場跡地での導入可能性を踏まえ、導入

すべき項目及び実現に向けた取組方針について、表Ⅱ-1-11 のように設定した。 

 

表Ⅱ-1-11 普天間飛行場跡地での導入すべき項目及び検討方針 

分野 導入すべき項目 実現に向けた取組方針 検討主体 

カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト
ラル分野 

スマートグリッド
事業の導入可能性 

島内での実施事例を参考に、普天間飛
行場跡地でのスマートグリッド導入
に向けた検討組織を設置し、地区内エ
ネルギーの地産地消の実現に向けた
検討を行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
【民間】電力会社等 
【大学】県内大学 

再生可能エネルギ
ーの導入可能性 

普天間飛行場跡地に導入可能な再生
可能エネルギーの種類及び費用等の
比較検討を行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
【民間】電力会社等 
【大学】県内大学 

建築物の省エネ化
を推進する助成制
度の導入可能性 

普天間飛行場跡地内の建築物の緑化
や緑地の確保などによる省エネ化を
推進するための助成制度創設に向け
た検討を行う。 

【行政】宜野湾市 

交 通 環 境
分野 

次世代モビリティ
の導入可能性（ス
マートシティ可能
性） 

次世代モビリティ導入にあたっては、
自動車メーカー等の協力のもと、官民
連携の方法や役割分担の検討など、ス
マートシティ提案の可能性も含めた
検討を行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
【民間】自動車メーカ― 
【大学】県内大学 

環 境 創 造
分野 

グリーンインフラ
整備に向けたガイ
ドラインの作成 

普天間飛行場跡地内の道路や駐車場、
公共施設及び民間施設に対するグリ
ーンインフラの整備方針を示すガイ
ドラインの作成を検討する。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 

P-PFI 事業の導入
に向けた検討 

普天間飛行場跡地に整備される公園
等の整備・管理運営に係る官民連携手
法（PPP・PFI）の導入可能性に関する
検討を行う。 

【行政】宜野湾市 

情報・通信
分野 

スマートグリッド
事業と連動したエ
リアエネルギーマ
ネジメントシステ
ムの導入可能性 

普天間飛行場跡地内の全ての建物や
公共インフラが連動し、情報共有が可
能なエリアエネルギーマネジメント
システムの導入について、スマートグ
リッド事業と併せて検討を行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
【民間】電力会社等 
【大学】県内大学 

DX 関連分
野 

３D 都市モデル・
デジタルツインの
導入に向けたデー
タ構築 

３D 都市モデル・デジタルツインは、
計画段階から整備後のエリアマネジ
メントを含め、様々な活用方法が期待
される分野であることから、データ構
築に向けた取組方法について検討を
行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
 

その他 各分野の民間企業
との連携・実現化
への取組みに向け
たスマートシティ
提案への道筋検討 

普天間飛行場跡地が目指す将来像を
実現するために必要となる民間企業
の最先端技術を取り入れるため、民間
企業との共同によるスーパーシティ・
スマートシティ提案に向けた検討を
行う。 

【行政】沖縄県、宜野湾市 
【民間】各分野の企業 
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③大規模開発に導入可能な最先端技術の検討の今後の取組 

行程計画において、「大規模開発に導入可能な最先端技術の検討」は、令和５年度か

ら令和７年度にかけて検討を進めていくことから、令和６年度以降の取組内容を表Ⅱ-

1-12 に示す。 

表Ⅱ-1-12 最先端技術に関する今後の検討内容 

分野 導入可能性のある最先端技術 令和６年度以降（R６・R７）の検討内容 

カ ー ボ ン
ニ ュ ー ト
ラル分野 

・スマートグリッドは、県内でも
導入事例が多く、地区内エネル
ギーの地産地消を図るためにも
導入すべき技術であり、再生可
能エネルギーの導入も含めた検
討が必要である。 

・普天間飛行場跡地内の建築物の
緑化や緑地の確保などによる省
エネ化の推進に向けては、助成
制度創設に向けた準備を検討す
る必要がある。 

⇒スマートグリッドや再生可能エネルギ－
については、電力会社や県内大学との導
入に向けた共同研究が必要であり、定期
的な検討機会を設け、実現に向けてクリ
アすべき事項を整理し、導入の道筋を示
す。 

⇒建築物の緑化や緑地の確保については、
条例などによる緑化・緑地の土地利用規
制や助成制度の導入について検討を行
う。 

交 通 環 境
分野 

・次世代モビリティ導入は、自動
車メーカーを中心とした共同研
究による実現に向けた取組みが
必要である。 

⇒自動車メーカーとの共同研究を始めるた
め、「スマートシティ官民連携プラットフ
ォーム」に登録し、企業とのマッチングを
実現する必要がある。 

⇒企業とのマッチングには、SDGS アクショ
ンプランを作成し、企業に対して実現し
たい内容をアピールする必要がある。 

環 境 創 造
分野 

・環境面においては、グリーンイ
ンフラ整備のためのガイドライ
ンの作成、公園等の整備・管理運
営に係る官民連携手法（PPP・
PFI）の導入可能性について準備
を進める必要がある。 

⇒公園等については、国営公園や大規模公
園エリアの導入検討と連携し、所有形態
の方向性と併せて、整備・管理運営に係る
官民連携手法（PPP・PFI）の導入可能性を
検討していく必要がある。 

⇒グリーンインフラ整備のマニュアルは、
地区内に参入する企業や居住者に向けた
ガイドラインとなるものであり、跡地利
用計画の作成後の取組となる。 

情報・通信
分野 

・大規模な敷地を有する普天間飛
行場跡地では、地区全体のエリ
アマネジメント組織の想定やエ
リアエネルギーマネジメントシ
ステムの導入に向けた検討を行
っていく必要がある。 

⇒エリアエネルギーマネジメントシステム
は、電力会社とのスマートグリッドの導
入と併せて検討を行っていく必要があ
る。 

⇒エリアエネルギーマネジメントは、跡地
利用後のエリアマネジメント組織による
街の管理運営が前提となることから、情
報・通信企業や電力会社等との共同研究
の道筋を示す必要がある。 

DX 関連分
野 

・３D 都市モデル・デジタルツイン
の導入は、様々なメリットを有
することから、国の支援制度を
活用したデータ構築の検討が必
要である。 

⇒国のまちづくり DX に係る支援制度を活
用し、３D 都市モデル・デジタルツインの
導入に向けた検討を進めていく必要があ
る。 

⇒具体的な検討は、推進業務とは別業務と
して取組む必要がある。 

その他 ・官民連携を推進するため、SDGS

アクションプランを作成し、企
業に対して実現したい内容のア
ピールを行う必要がある。 

⇒スーパーシティ・スマートシティ提案に
向けた宜野湾市SDGSアクションプランの
作成が必要である。 
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【参考資料】各分野の施策に対する国や沖縄県・宜野湾市の支援制度 

分野 施策 
支援制度（  は現時点での導入が考えられる制度） 

制度名称 概要 

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル 

カーボンニュー
トラルの促進 

・下水道革新的技術実証事業 ・下水道バイオマス・下水熱を活用する技術を実
証 

・地域脱炭素実現に向けた再エネの最
大限導入のための計画づくり支援事
業 

・地域において、再生可能エネルギー自給率最大
化と防災力向上を同時実現する自立・分散型エ
ネルギーシステムを構築 

自立・分散型エネ
ルギーシステム
の構築 

・脱炭素イノベーションによる地域循
環共生圏構築事業のうち、自立・分散
型地域エネルギーシステム構築支援
事業 

・地域において、再生可能エネルギー自給率最大
化と防災力向上を同時実現する自立・分散型エ
ネルギーシステムを構築 

・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 ・地方公共団体等の意欲的な脱炭素の取組に対
して包括的かつ継続的に支援 

・環境・エネルギー対策資金（非化石エ
ネルギー設備関連） 

・非化石エネルギーを導入するための融資 

・地域脱炭素投資促進ファンド事業 ・地域における脱炭素化プロジェクトへの出資 
・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 ・地方公共団体等の意欲的な脱炭素の取組に対

して包括的かつ継続的に支援 
マイクログリッ
ドの構築 

・地域共生型再生可能エネルギー等普
及促進事業費補助金 

・地域マイクログリッドの構築 

ゼロエネルギー
ビル・住宅建設 

・ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証
事業（ZEB） 

・ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実
証事業（ZEH） 

・戸建住宅ネット･ゼロ･エネルギー･ハ
ウス化等支援事業 

・ゼロエネルギービルの建設 
・ゼロエネルギー住宅の建設 
・戸建住宅において、再生可能エネルギー設備及

び蓄電池を導入 

環境に配慮した
民間都市開発 

・グリーンアセット等整備支援業務（メ
ザニン支援業務） 

・環境や防災に配慮した優良な民間都市開発事
業に対し、資金（ローン・社債取得）を提供 

・建築物等の脱炭素化・レジリエンス強
化促進事業 

・激甚化する災害時において、自立的にエネルギ
ー供給可能となる災害時活動拠点施設の ZEB
化に資する再生可能エネルギー設備及び蓄電
池を導入 

スマートコミュ
ニティ事業 

・廃棄物処理施設を核とした地域循環
共生圏構築促進事業 

・自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の
整備 

税制優遇措置 ・地域未来投資促進税制 ・税制の優遇 
・再生可能エネルギー発電設備に係る

課税標準の特例措置（固定資産税） 
・税制の優遇 

・住宅省エネリフォーム減税 ・税制の優遇 

交
通
環
境 

新モビリティサ
ービス 

・新モビリティサービス推進事業 ・MaaS の円滑な普及促進に向け、改正地域公共
交通活性化再生法に基づく新モビリティサー
ビス事業計画の認定・協議会制度の活用等につ
いて支援 

・日本版 MaaS 推進・支援事業 ・MaaS のモデル構築や、普及に向けた基盤づく
り（計画策定、新型輸送サービス、キャッシュ
レス決済、データ化）などを支援 

・無人自動運転等の先進 MaaS 実装加
速化推進事業 

・無人自動運転サービスの社会実装の推進 

地域公共交通確
保維持改善 

・地域公共交通確保維持事業 ・地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネッ
トワークを確保・維持するため、幹線バス等の
地域間交通ネットワークと密接な地域内のバ
ス交通・デマンド交通の運行について支援 

・地域公共交通バリア解消促進等事業 ・公共交通のバリアフリー化を一体的に支援 
・ＬＲＴ、ＢＲＴの導入等、公共交通の利用環境

改善を支援 
・地域公共交通調査等事業 ・地域公共交通計画又は国の認定を受けた地域

公共交通利便増進実施計画に基づく事業とし
て実施する利用促進及び事業評価（協議会運
営・フォローアップ等）に要する経費を支援 

環
境
創
造 

公園・緑地整備 ・都市公園事業 ・地方公共団体が行う都市公園の整備について
は、社会資本整備総合交付金等の基幹事業の一
つである都市公園事業により支援 

グリーンインフ
ラ 

・グリーンインフラ活用型都市構築支
援事業 

・官民連携・分野横断により、積極的・戦略的に
緑や水を活かした都市空間の形成を図るグリ
ーンインフラの整備を支援 

その他緑地 ・市民緑地等整備事業（社会資本整備総
合交付金） 

・緑地保全・緑化推進法人が行う施設整備等につ
いて支援 
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情
報
・
通
信
・D

X

・
デ
ジ
タ
ル
ツ
イ
ン 

デジタル基盤活
用推進 

・地域デジタル基盤活用推進
事業 

・「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けて、地方公
共団体などによるデジタル技術を活用した地域課題解
決の取組に対して、「地域デジタル基盤活用推進事業」
を通じて総合的な支援を実施 

産業 DX 推進 ・沖縄 DX 促進支援事業 ・県内企業・団体が県内 IT 企業と連携して実施する DX
に向けた取組を支援 

・データ活用プラットフォー
ム構築事業 

・沖縄オープンデータプラットフォームを構築するとと
もに、普及啓発やハンズオン支援に取り組み、官民の
オープンデータの利活用を促進していくことで、県内
企業の DX を推進し、データ活用型ビジネスモデルを創
出 

ビジネス高度化
支援 

・ICT ビジネス高度化支援事業 ・県内 IT 事業者が実施する高付加価値な IT ビジネスの開
発や他産業の DX に資するデジタル技術の開発・実証等
を支援 

・海外 IT 人材交流育成事業 ・県内 IT 企業の海外向けビジネスの展開や海外 IT 企業と
の連携・協業による新たなビジネスの創出 

人材育成・確保、
実証実験支援等 

・先端 IT 人材育成支援事業 ・沖縄県内 IT エンジニアの方々などを対象に、AI・クラ
ウドコンピューティング・サイバーセキュリティなど
の先端技術に関するスキル習得を支援 

・ＤＸ人材養成講座 ・沖縄県内企業の DX 推進のため、自社の経営課題や現場
の課題をテーマに、DX の基礎から実践ノウハウまでを
習得できる人材養成講座を実施 

・デジタル人材 UIJ ターン支援
事業 

・沖縄への UIJ ターンを希望する IT 技術者の採用活動の
支援や先端 IT 企業の立地を促進するための取組を実施 

・ワーケーション活用型沖縄
ＩＴ活性化事業 

・ワーケーションで来沖する県外 IT 企業や IT 人材と、県
内 IT 企業・他産業、学生等が交流する様々な取組（セ
ミナー、ハッカソン等）の開催を支援 

・国家戦略特区 ・沖縄県は、県内全域が国家戦略特区に指定されており、
地域限定型規制のサンドボックス制度など、様々な分
野において 50 以上の規制改革メニューの活用が可能 

スタートアップ
支援 

・スタートアップ・エコシステ
ム構築支援事業 

・革新的な技術やビジネスモデルで世界に新しい価値を
生み出すスタートアップの創業促進や、短期間での成
長を促す体制の形成に向け、スタートアップに対する
多面的な支援 

・スタートアップ創業支援事
業 

・創業のワンストップ相談体制を整備するとともに、起
業に必要な経費の補助及び事業立ち上げ等に関する伴
走支援 

・沖縄型オープンイノベーシ
ョン創出促進事業 

・IT 産業と他産業等が交流するハッカソンの開催など、
IT を活用した新たなビジネスやサービスなどのイノベ
ーション創出を支援 

まちづくりDX推
進 

・スマートシティの推進 ・AI、IoT などの新技術や官民データ等をまちづくりに取
り入れ、都市・地域課題の解決を図る「スマートシテ
ィ」を強力に推進 

・まちづくりのデジタルトラ
ンスフォーメーションの推
進 

・スマートシティのデータ基盤として、建物などの都市
空間をサイバー空間上で 3 次元的に再現する「3D 都市
モデル」を整備するとともに、これを活用したユース
ケースの開発、オープンデータ化により新たな価値の
創造による社会課題の解決を図る 

まちづくりDX推
進 

・スマート・プランニングの高
度化及び普及 

・スマートフォンやビッグデータ等から得られる行動デ
ータをもとに、施設配置や交通施策を検討する手法で
ある「スマート・プランニング」の開発・普及を促進 

モーダルシフト
の推進 

・モーダルシフト等推進事業 ・認定を受けた総合効率化計画に基づき実施するモーダ
ルシフト等の取組み（運行経費）について支援 

政策的なまちづ
くり支援 

・集約都市形成支援事業（コン
パクトシティ形成支援事業） 

・地域の生活に必要な都市機能の中心拠点への移転に際
し、旧建物の除却費や移転跡地の緑地等整備費等につ
いて支援 

・集約都市開発支援事業（社会
資本整備総合交付金の基幹
事業） 

・認定集約都市開発事業及び同事業と関連して実施され
る事業を一体的に支援 

・防災・省エネまちづくり緊急
促進事業 

・防災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的な
政策課題に対応した、質の高い施設建築物等の整備に
対して国が特別の助成 

そ
の
他 

自治体ＳＤＧｓ
モデル事業 

・ＳＤＧｓモデル事業費補助
金 

・ＳＤＧｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモデル事業の先
導的な取組を支援 

・地方創生支援事業費補助金 ・「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されたＳＤＧｓの達成に向
けた優れた取組を提案する地方公共団体のうち、特に
先導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル事業を支援 

  

分野 施策 
支援制度（  は現時点での導入が考えられる制度） 

制度名称 概要 



 
 

Ⅱ-1-41 

第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 

 

【参考資料】導入が考えられる制度の概要 

制度名称 事業内容 補助率 担当省庁 

地域脱炭素実

現に向けた再

エネの最大限

導入のための

計画づくり支

援事業 

「地球温暖化対策推進法」、「地球温暖化対策計画」及び
「地域脱炭素ロードマップ」に基づき行う、地域再エネ
導入の取組は、2030 年度 46%削減目標の達成と 2050
年脱炭素社会の実現に貢献しつつ、地域課題を解決し、
地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献する取組
として実施することが求められている。地域に根ざした
再エネ導入のためには、地方公共団体が地域の関係者と
連携して、地域に適した再エネ設備導入の計画、再エネ
促進区域の設定、再エネの導入調査、持続的な事業運営
体制構築など多様な課題の解決に取り組むことが不可
欠であり、その支援を全国的・集中的に行う必要がある。 
 本事業では、地方公共団体等による地域再エネ導入の
目標設定・意欲的な脱炭素の取組に関する計画策定、再
エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング、公共施設等
への太陽光発電設備その他の再エネの導入調査、官民連
携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築等に関す
る支援を行う。 
【事業内容】 
①2050 年を見据えた地域再エネ導入目標策定支援 
②円滑な再エネ導入のための促進区域の設定等に向け

たゾーニング支援 
③公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査支援 
④官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営体制構築

支援 

間接補助 
【定率】 
①3/4、2/3、1/2 
②③3/4 
④2/3、1/2、1/3 
【上限】 
①③800 万円 
②2,500 万円 
④2,000 万円 
【補助対象】 
①②地方公共団体 
③④地方公共団体

（共同実施に限
り民間事業者も
対象） 

【実施期間】 
令和 3 年度 

～令和 7 年度 

環境省 
 

地域共生型再

生可能エネル

ギー等普及促

進事業費補助

金 

地域の再エネと蓄電池等の調整力、系統線を活用し、災
害時にも自立して地域に電力を供給できる「地域マイ 
クログリッド」を構築しようとする民間事業者等（地方
公共団体の関与は必須）を支援する。 
【対象者】 

地域マイクログリッドを構築しようとする民間事業
者等（地方公共団体単独での申請は不可） 

【支援内容】 
①地域マイクログリッド（地域の再エネと蓄電池等の調

整力、系統線を活用し、災害時にも自立して地域に電
力を供給できるシステム）の構築を図る事業 

②地域マイクログリッドの構築に向け事業計画の策定
及び事業化可能性調査を行う事業 

【対象となる再生可能エネルギー等の種類】 
太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、水力発電、
地熱発電 

【予算額】 
7.8 億円 

【事業年数】 
①複数年事業を予定 
②原則単年度 

①地域マイクログ
リッド（補助率：
2/3 以内） 

※補助上限額：6 億
円/件（予定） 

②地域マイクログ
リッドの構築に
向け事業計画の
策定及び事業化
可能性調査を行
う事業（補助率：
3/4 以内） 

※ 補 助 上 限 額 ：
2,000 万 円 /件
（予定） 

経済産業
省、環境
省 

地域デジタル

基盤活用推進

事業 

ローカル 5G や Wi-Fi、LPWA をはじめとする通信イン
フラを整備するとともに、デジタル活用によって地域課
題の解決を図る取組に対して支援を行う。 
【支援内容】 

➀計画策定支援 
②実証事業 
③補助事業 

＜補助率＞ 1／2 
※補助事業の下限

額は 200 万円 
※補助金額の上限

なし。事業規模
の妥当性を審査 

※地方公共団体が
補助事業者とな
る場合（残り 1／
2 地方債を起債
することが可能 

総務省 
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制度名称 事業内容 補助率 担当省庁 

まちづくりの

デジタルトラ

ンスフォーメ

ーションの推

進（都市空間情

報デジタル基

盤構築支援事

業） 

全国の地方公共団体における 3D 都市モデルの整備・活
用・オープンデータ化を推進するための補助制度で 
ある「都市空間情報デジタル基盤構築支援事業」を令和
４年度より創設。 
【事業内容】 

➀３Ｄ都市モデルの整備に関する事業 
②３Ｄ都市モデルの活用に関する事業 
③３Ｄ都市モデルの整備・活用・オープンデータ化推進

事業 
【補助対象団体】 
都道府県、市区町村等の地方公共団体 
【補助要件】 
（通常タイプ） 
・原則、単年度で３D 都市モデルの整備とユースケース

開発を行うこととしている 
・国が定める標準仕様書及び標準作業手順書に基づく

国際標準規格である CityGML 形式でデータを作成す
ること 

・整備した３Ｄ都市モデルを G 空間情報センター等に
てオープンデータ化すること 

・整備した３Ｄ都市モデルを維持管理・更新すること 
（早期実装タイプ（令和５年度創設）） 
・通常タイプの要件を満たすこと 
・事業計画の初年度の事業に限る（以降は通常タイプで

の採択となる） 
・早期に課題解決や新たな価値創造が図られること（当

該年度の事業において３D 都市モデルの活用を達成
すること） 

【補助要件】 
（通常タイプ） 
：１/２ 
（ 早 期 実 装 タ イ
プ） 
： 10/10 （ 上 限

1,000 万円まで
の定額補助） 

※1,000 万円を超
える事業費は地
方負担となる 

国土交通
省 

モーダルシフ

ト等推進事業 

物流分野の労働力不足に対応するとともに、温室効果ガ
スの排出量を削減しカーボンニュートラルを推進する
ため、物流総合効率化法の枠組みの下、トラック輸 
送から、より CO2 排出量の少ない大量輸送機関である
鉄道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を荷主・
物流事業者を中心とする多様・広範な関係者の連携のも
とに推進する（グリーン物流の推進）。また、省人化・
自動化の取組を進めることで、物流 DX を推進し、さら
に物流効率化を加速させることとする。 
【支援内容】 

➀大量輸送機関への転換 
 ・モーダルシフト 
②トラック輸送の効率化 
 ・幹線輸送の集約化 
 ・共同配送 
 ・貨客混載 
 ・その他の CO2 排出量の削減に資する取り組み 

（計画策定） 
補助率：定額 
上限 200 万円 
（運行経費補助） 
補助率：1/2 以内 
上限 500 万円 

国土交通
省 

地方創生支援

事業費補助金 

「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されたＳＤＧｓの達成に向
けた優れた取組を提案する地方公共団体のうち、特に先
導的な取組を「自治体ＳＤＧｓモデル事業 
【対象事業】 
補助対象事業は、モデル事業のうち、ＳＤＧｓの達成に
向けて、経済、社会及び環境の三側面を不可分のものと
して調和させ、統合的に取り組むことにより相乗効果を
創出し、自律的好循環の形成に資する先進的で他のモデ
ルとなる事業及びその取組や成果等について国内外へ
普及啓発を行う事業 
【事業主体】 
ＳＤＧｓ未来都市及びモデル事業として内閣総理大臣
が選定した地方公共団体 

➀「全体マネジメ
ント・普及啓発
等経費：１件当
たり 1,500 万円
を上限とした定
額補助 

②事業実施経費：
１件当たり事業
費 2,000 万 円
（国費 1,000 万
円）を上限 

内閣府地
方創生推
進室 
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４．緑空間の整備イメージの検討 

行程計画の「緑空間の整備イメージの検討」の一部として、令和５年度は「大規模開発

の緑空間整備事例の収集」を実施、「ボーダレスな緑空間の整備イメージ作成」の一部を

実施した。 

（１）大規模開発の緑空間整備事例の収集 

１）ボーダレスな緑空間の検討の必要性 

「全体計画の中間取りまとめ（第 2 回）」における緑地空間配置の考え方では、活用す

べき自然・歴史特性の配置を優先の上、公共・民間一体となった多様な緑地等の創出に

よる「みどりの中のまちづくり」の実現を目標に掲げている。 

緑地空間配置の方針としては、「並松街道」をはじめとする歴史資源を活用し、宜野湾

市の歴史・文化のシンボルとなる風景づくりや、公民一体となったボーダレスな緑地空

間の創出、跡地振興の拠点となる大規模公園エリアの確保、跡地全体の緑地空間のネッ

トワーク化などが位置づけられている。 

これらの緑地空間については、跡地全体としての緑地に関する整備テーマを設定し、

ボーダレスな緑地空間の実現に向けた取組みが必要であることから、大規模な開発に伴

って緑地を確保している他地区事例を収集し、緑地空間形成に向けた今後の取組みの参

考とする。また、普天間飛行場跡地内外における敷地内緑地を含めた緑の連続性の確保

に関する検討も行っていく。 

 ≪緑地空間の配置方針≫ 

①自然・歴史特性の保全活用に向けた緑地空間の配置 

②跡地振興の拠点となる緑地空間の配置 

③跡地全体を網羅するネットワーク状の緑地空間の配置 

④周辺市街地からの利用に配慮した緑地空間の配置 

 

 

  

≪配置方針図（全体計画の中間とりまとめ（第 2 回））≫ 
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２）大規模開発による緑地空間事例 

➀事例１：水と緑と風のエコロジカル・インフラストラクチャーの創出（品川シーズンテラス） 

≪開発概要（約 4.9ha）≫ 

品川シーズンテラスは、地上 32 階、地下 1 階、高さ 144.32m（最高 155.27m）、延べ

面積 206,025 ㎡の超高層オフィスビルと、東京都下水道局が管理する「芝浦水再生セン

ター」の上部空間を有効活用して建設した事業であり、敷地の殆どは「立体都市計画」

により下水道施設上に構築された人工地盤となっている。 

建物は、上部に民間事業者が管理する複合ビル、免震層を挟んでその下部に東京都が

管理する下水道施設であり、建築と土木が融合した構成となっている。 

≪緑地空間の考え方≫ 

敷地南端に建物を配置し、既存港区の公園

と連担した人工地盤上の緑地は、東京湾から

都心に向かう風の道を確保する広大なオープ

ンスペース「風の森」となる。 

東京湾からの風をこの緑で冷却し都心に送

り、都市のヒートアイランド現象を抑制する

役割を担う。 

この人工地盤上の緑のパブリック空間は、

地域間にまたがる住民コミュニティの新たな

結節点となり、新駅による将来の人の流れを

促す都市のプロムナードを有する。 

  

引用：大成建設株式会社 第 15 回環境・設備デザイン賞資料 
http://abee.or.jp/designaward/past/15/docs/21.pdf 



 
 

Ⅱ-1-45 

第Ⅱ章：「目標を定め重点的に取り組む項目」の計画検討の深化 

 

≪風の流れや涼風の広がりを分析した緑空間の創出≫ 

品川シーズンテラスは、様々な人々や環境を受け入れる「オープンエンドな空間」であ

り、東京では喪失されつつある「大きな空」へとつながり、シンボル性の高い東京タワー

へと抜けるような「都市のビスタ」を形成する。その実現には、大きな芝生空間を創出し、

都市的なスケールのプロムナードを導入する。さらに、芝生空間には、東京湾からの南東

の風を受け流し都心に導くような形態の樹林群「風の森」を配するとともに、様々に高さ

の異なるマウンドによる展望スペースを提供しながら水平的に広がりを持つ景観にアク

セントをつける。広大な芝生と樹林群は、台地の樹林生態系と臨海部の沿岸生態系の異な

る生態系をつなぐ草地型生態系であり、水再生センターからの再生水を活用した湿地を

点在させることでさらなる生態系の充実を図っている。 

ランドスケープを検討するにあたっては、風の流れや涼風の広がりなどをシミュレー

ションして、利用者が快適に過ごすことができる緑地の配置を検討している。 

  

引用：大成建設株式会社 第 15 回環境・設備デザイン賞資料 
http://abee.or.jp/designaward/past/15/docs/21.pdf 
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②事例２：隣接する駅及び都市公園との連続性の確保（二子玉川ライズ） 

≪開発概要（約 11.2ha）≫ 

「二子玉川ライズ」の総開発面積は約 11.2ha で、民間再開発としては都内最大級のス

ケールである。 

配置計画では、駅とつながり、約 6.3ha の二子玉川公園へとつづく街のなかに商業施

設、オフィス、住宅街区等をレイアウトし、周囲のうるおい豊かな環境と共生する水と

緑、光にあふれた街づくりを進めた。 

都市から自然へと移り変わる景色を旅するように暮らす街として、快適さの本質を求

めた次代にふさわしい環境を育む。 

 【受賞歴】 

・生物多様性「JHEP 認証」の最高ランク（AAA）を取得 

・「第 25 回地球環境大賞」で大賞（グランプリ）を受賞 

  

引用：二子玉川ライズ HP 
https://www.rise.sc/ 
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≪緑地空間の考え方≫ 

二子玉川ライズでは、『自然と共生しながら多世代が心豊かに暮らせる新しい街づく

り』を目指し、環境に配慮した様々な取り組みを行っている。また、隣接する駅と都市

公園との緑空間の連続性を確保し、環境と共生する水と緑、光にあふれた街を形成して

いる。 

緑地計画では、周辺の豊かな自然環境と調和した街づくりを目指し、大規模な屋上緑

化施設を含む「水と緑の公開空地」を整備している。 

多摩川の河岸段丘や等々力渓谷をイメージしたデザインを採用し、低層棟上部には約

6,000 ㎡のルーフガーデンを設置し、施設全体で豊かな自然を感じられる空間を提供し

ている。  

引用：二子玉川ライズ HP 
https://www.rise.sc/ 
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③事例３：環境と健康をテーマにした都心部での緑地の確保（麻布台ヒルズ） 

≪開発概要（約 6.4ha）≫ 

令和５年 11 月にオープンした麻布台ヒルズは、日本一の高さとなる森 JP タワー（約

330 メートル）と、六本木ヒルズ以上の緑化面積を誇る緑豊かな空間を創出しているこ

とが最大の特徴である。 

麻布台ヒルズの開発コンセプトは、開発思想においても、世界に類を見ない、全く新

しい都市づくりである。テクノロジーが進歩し、働き方、暮らし方、そして生き方まで

もが大きく変わろうとしている今、人々がより人間らしく生きられる都市のあり方を提

案している。 

≪緑地空間の考え方≫ 

ランドスケープにおけるテー

マは、“グリーン&ウェルネス”を

掲げ、一体的な都市づくりの中で

緑豊かな環境と新しい都市生活

を実現するビジョンに賛同した

パートナー各社・団体とともに、

環境や健康が重要性を増す現代

において、“Green & Wellness”を

テーマにした新しい都市像を提

案していく考えとなっている。 

麻布台ヒルズは、約 18m の高

低差がある地形を生かし、低層部

の屋上を含む敷地全体を緑化す

ることで、都心の既成市街地であ

りながら、約 24,000m²もの緑地

を確保している。 

ヘザウィック・スタジオのデザ

インによる低層部のダイナミッ

クな建築物と緑が美しく調和し、

街全体が緑に包まれた豊かな環

境を表現している。 

また、ビル内にウェルネス施設

と、大学予防医療センターが入り、

個別化する受診者のニーズに応

じた最適な健診プログラムが展

開され、街全体で人々の健康をサ

ポートし、グリーン&ウェルネス

の実現を目指している。  

引用：麻布台ヒルズ HP 
https://www.azabudai-hills.com/index.html 
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④事例４：調整池を活かした市民の集える親水空間（柏の葉アクアテラス） 

≪開発概要（約 24ha キャンパス含む）≫ 

柏の葉アクアテラスは、つくば

エクスプレス柏の葉キャンパス駅

周辺で進む「柏北部中央地区一体

型特定土地区画整理事業」の一部

として整備された従来型の調整池

を、市民が憩える親水空間へと再

生した公共空間のリノベーション

事業。 

開発用地中央に位置する調整池

がもつ空間資源としての可能性に

着目し、「見るだけの池から触れ合

える水辺へ」をテーマに、まちづく

りを推進する柏の葉アーバンデザ

インセンターを中心に、公共と民

間事業者の連携による高質化が実

現した。 

【受賞歴】 

・土木学会デザイン賞 2018 

・2018 グッドデザイン賞 

≪緑地空間の考え方≫ 

調整池としての貯留容量を保持し、

テラスやベンチ等の施設を日照条件

の良い北側斜面に集約した。 

街と池の一体性を高めるため、ア

クセス性・回遊性を重視した動線計

画を行い、手摺の意匠も極力軽やか

にするなど、街路や商業の賑わいを

視覚的・物理的に池底へ繋げること

を狙って空間をまとめている。 

街路、法面、池底それぞれの高さ

で素材や形状に係るコードを決める

ことで景観に統一感を与え、シャー

プで先進的なサインや照明デザイン

を掛け合わせ、イノベーションキャ

ンパスらしさを表現している。 

 引用：柏の葉アーバンデザインセンターHP 
https://www.saihakken-kashiwa.com/relax/relax_03/relax_03.html 

引用：日建設計 HP 
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「アクアテラス」では、人々の滞留や交流を生み出すための様々なアプローチが行わ

れている。今回の整備では、新たに６ヵ所の階段・スロープを設け、利用者は街のさま

ざまな方向から水辺近くまで降りることができる。また、「アクアテラス」外周部には、

歩行空間が整備されており、見晴らしの良い各所にはベンチやデッキを設置しているた

め、利用者は“お弁当を広げてのランチ”や“気分転換ためのウォーキング”、“オープ

ンエアーでの読書”など、「アクアテラス」を通じ新たなライフスタイルが実現できる。 

また、「三角広場」や「親水テラス」など賑わいを創出するスペースも随所に設け、地

域住民や周辺企業が主催するイベントや各種のアクティビティの開催も予定されてい

る。 

 

  

引用：柏の葉アーバンデザインセンターHP 
https://www.saihakken-kashiwa.com/relax/relax_03/relax_03.html 
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（２）ボーダレスな緑空間の整備イメージ作成 

１）緑空間整備事例の整理 

≪緑地空間の配置方針「①自然・歴史特性の保全活用に向けた緑地空間の配置」≫ 

 ・「事例４：柏の葉アクアテラス」では、調整池の水辺の緑地空間を活用して、キャンパ

スの日常的な憩いの空間としているが、水上ステージを設け、定期的にイベントを開催

することで、にぎわいのある交流スペースとして活用しており、地区内の既存の親水緑

地を活用してにぎわいのある空間を創出している。 

 

≪緑地空間の配置方針「②跡地振興の拠点となる緑地空間の配置」≫ 

 ・「事例１：品川シーズンテラス」では、東京湾からの風をこの緑で冷却し都心に送り、

都市のヒートアイランド現象を抑制する役割を担う地区として、東京湾から都心に向

かう風の道を確保する広大なオープンスペース「風の森」として整備されている。ラン

ドスケープを検討するにあたっては、風の流れや涼風の広がりなどをシミュレーショ

ンし、利用者が快適に過ごすことができる緑地の配置を検討している。 

 

≪緑地空間の配置方針「③跡地全体を網羅するネットワーク状の緑地空間の配置」≫ 

 ・開発地全体をネットワークで構成する方策は、全ての事例で実施されており、来街者や

居住者の緑豊かで快適な歩行空間を確保するため、各主要施設を結ぶ歩行者動線及び

沿線における敷地内緑地の確保を行っている。 

 ・「事例３；麻布台ヒルズ」は、“グリーン&ウェルネス”を掲げ、都心部での開発に付加価

値を設けるため、緑豊かな環境と新しい都市生活を実現する新たな街を創出している。

低層部の屋上を含む敷地全体を緑化することで、都心の既成市街地でありながら、約

24,000 ㎡もの緑地を確保している。 

 

≪緑地空間の配置方針「④周辺市街地からの利用に配慮した緑地空間の配置」≫ 

 ・「事例２：二子玉川ライズ」では、周囲のうるおい豊かな環境と共生する水と緑、光に

あふれた街づくりをテーマに、都市から自然へと移り変わる景色を旅するように暮ら

す街を演出している。 
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２）多様な緑地等の創出に向けた公園緑地分類ごとの検討 

➀公園緑地の分類 

「全体計画の中間取りまとめ（第２回）」では、普天間飛行場内の緑地空間・大規模公

園エリア、公園・緑地、その他（敷地内）の緑の定義を整理している。 

表Ⅱ-1-13 では、ボーダレスな緑空間の確保に向け、大規模公園エリア、公園・緑地、

その他（敷地内）緑地、普天間飛行場跡地周辺地域の分類ごとに４つの分類に定義を再

整理し、公園緑地の創出に向けた検討を行った。 

表Ⅱ-1-13 公園緑地の分類及び定義 

名称及び概念図 定  義 

緑地空間 ・「公園・緑地」、「その他（敷地内）の緑」及び「普天間飛
行場跡地周辺地域」を含めた普天間飛行場内及び周辺の緑
地等※を指す 

※緑地等：「施設緑地」及び「地域制緑地」の総体 

 施設緑地：都市公園や都市公園に準じる機能を持つ緑地 

 地域制緑地：農地や水面などのオープンスペース、土地所有の状況（公

共用地、民有地）にかかわらず、法や条例などにより、国、

県、市町村が土地利用を規制、誘導して確保する緑地 

大規模公園エリア 

・「大規模公園エリア」は、「公園・緑地」と緑豊かな「振興
拠点ゾーン」などの都市的土地利用が融合した区域を指す 

公園・緑地 公共として確保する緑地空間 

・施設緑地及び地域制緑地 
・重要植生や重要な文化財等の区域が特定される「既存

緑地の保全・活用を図る緑」と水と緑のネットワークの
構成要素となる区域の調整が可能な「地下水涵養に寄
与・空間利用を図る緑」からなり、主に公共による整備
を想定する「公園・緑地」を指す 

その他（敷地内）の緑 民有地における敷地内緑化として確保する緑地空間 

・各敷地における緑化を想定した区域を指す 
・特に、大規模公園エリアに該当する場合は、周囲の公

園・緑地と連携した積極的な緑化を想定 
・建築物の壁面緑化や屋上緑化についても積極的に推進 
 

普天間飛行場跡地周辺地域 普天間飛行場跡地との緑地の連続性を確保するため、

周辺地域の民有地における敷地内緑化を促す緑地空間 

・戸建て住宅を中心とする周辺地域において、敷地内の
緑地の確保を想定 

 

※中間取りまとめ（第２回）（令和４年７月、沖縄県・宜野湾市）「図-８」を再整理 
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②分類ごとの公園緑地の創出に向けた検討 

≪大規模公園エリア≫ 

・大規模公園エリア内においては、戸建住宅等の立地はなく、すべて商業、業務、共同

住宅等の共同建築物であることを前提とする。 

・今回取り上げた事例では、公園緑地に関する地区全体のマスタープランが作成され、

公園緑地もマスタープランに基づき整備が行われている。 

・民間共同建築物の敷地内にある緑地に関しては、公開空地となることを前提に、整備

費に対する補助金が適用されるため、整備内容に関しては敷地内であっても緑地の

連続性を図ることは可能である。 

 

≪公園・緑地≫ 

・普天間飛行場跡地内の公園緑地については、公園緑地の配置方針に基づき、都市計画

手続きを行って都市計画事業として実施するため、マスタープランと整合した公園

緑地の整備が可能となる。 

 

≪敷地内緑地≫ 

・大規模公園エリアのような詳細な公園緑地の整備に係るマスタープランを作成しな

い部分においては、敷地内での緑地の確保に関して連続性を持たせることは難しい。

しかし、普天間飛行場跡地内で新たに宅地を創出する場合においては、地区全体にお

ける地区計画を都市計画決定し、敷地内の緑地に係る整備方針を定めることで、ある

程度の緑地の確保は可能となる。 

・特に工業施設などでは、一般的に敷地内の出入りを禁止するために公開空地を確保し

ないことから、地区計画による緑地確保のためのルールを定めておく必要がある。 

 

≪普天間飛行場跡地周辺地域≫ 

・事業実施区域における敷地内緑地については、「③敷地内緑地」と同様に、敷地内で

の緑地の確保に関して連続性を持たせることは難しく、特に既成市街地（既に建物が

立地している地区）において地区計画を定める場合には、多くの地権者の同意が必要

となるため、事例としては極めて少ない。 

・土地区画整理事業などで市街地再生を行う場合には、地区内に地区計画を適用するこ

とは多いが、周辺地域で同時に地区計画を定めるケースは少ない。 

・周辺地域における地区計画などのルールづくりに向けては、普天間飛行場跡地での事

業化に対する理解と協力のための情報周知や合意形成活動を十分に行い、地権者自

らが必要性を感じるように誘導していくことが重要である。 
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３）ボーダレスな緑空間創出の検討 

➀緑空間創出に向けた方向性の検討 

≪既存の自然資源・緑地の活用≫ 

・跡地内の既存緑地については、返還後も緑空間として保全を行い、地区内の緑豊かな

緑地の連続性の確保に努める。 

 

≪にぎわいの場となる緑地空間の確保≫ 

・緑空間は、憩いの空間だけでなく、交流機会の場となることから、返還後のにぎわい

空間として計画的に配置を行う。 

 

≪居住者・来街者のための歩行者動線の確保≫ 

・主要な施設を繋ぐ歩行者優先の動線確保を行い、居住者や来街者の快適な利用を優先

させる。 

 

≪歩行者動線や車窓景観、自然資源の緑の連続性の確保≫ 

・歩行者動線や幹線道路、河川などの連続性のある自然資源については、街路樹や緑地

による連続性のある緑地を確保する。 

 

②緑空間創出に係る影響分析 

≪緑空間の風量・涼風シミュレーション分析≫ 

・普天間飛行場跡地は、地域の高台に位置し、本島西側及び東側の両方向からの風が吹

き、開発による風向きや風量の変化が生じる可能性を有しており、周辺住民への理

解・協力を仰ぐために、緑空間の確保による周辺地域への影響を低減するための分析

が求められる。 

 

≪普天間飛行場跡地周辺への影響分析≫ 

・普天間飛行場跡地のような広大な面積を有する開発にあたっては、周辺地域への影響

が生じる可能性が高く、風量・涼風シミュレーションと併せて、気温上昇変化や突風

発生の危険性などについても分析を行うことが求められる。 

 

４）令和６年度以降の検討 

令和５年度業務では、ボーダレスな緑空間の整備イメージを作成するため、大規模開

発の緑空間整備事例の収集及びボーダレスな緑空間創出の検討を行った。 

令和６年度以降は、「水系の把握と連動した緑空間の配置検討」を行うとともに、令

和５年度業務を踏まえた「ボーダレスな緑空間の整備イメージ作成」について検討を行

う。 
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５．大規模公園エリア整備の方向性の検討 

行程計画の「大規模公園エリア整備の方向性の検討」の一部として、令和５年度は「大

規模跡地（花博・万博等）活用事例収集」を実施、「大規模公園エリアの整備のあり方検

討」の一部を実施した。 

（１）大規模跡地（花博・万博等）活用事例収集 

１）2027 年国際園芸博覧会 

≪国際博覧会の過去の事例≫ 

 ・日本国内で過去に開催された国際博覧会や国際園芸博覧会は、以下の通りであり、開催

主体は国、開催組織は国が認定する法人等とされている。 

 ・AIPH（国際園芸家協会）の規定により、A１クラスの国際園芸博覧会は、AIPH と BIE の

双方の規則に従うことが求められている。BIE の規定では、博覧会の開催を希望する場

合、国の政府が提案するテーマ等や開催組織の法的地位について記載した⽴候補書類

の提出が必要となる。なお、国内での国際博覧会では、いずれも財団法人が開催組織と

なっている。 

表Ⅱ-1-14 過去の国際博覧会、国際園芸博覧会 

開催区分 開催年 略称（正式名称） 開催主体 

国際園芸博覧会（認定博） 
国際園芸博覧会（A1） 

1990 年 
大阪花博 
（国際花と緑の博覧会） 

財団法人国際花と緑の博覧
会協会 

国際博覧会（登録博） 
1970 年 

大阪万博 
（日本万国博覧会） 

財団法人日本万国博覧会 

2005 年 
愛知万博 
（2005 年日本国際博覧会） 

財団法人日本国際博覧会協
会 

国際園芸博覧会（旧 A2） 
2000 年 

淡路花博（国際園芸・造園博「ジャ
パンフローラ 2000」） 

国際園芸・造園博「ジャパンフロ
ーラ 2000 日本委員会」財団法
人夢の架け橋記念事業協会 

2004 年 
浜名湖花博（しずおか国際園芸博覧
会「パシフィックフローラ 2004」） 

財団法人静岡国際園芸博協
会 

≪国際園芸博覧会の概要≫ 

  

引用：国土交通省 2027 年国際園芸博覧会推進本部「国際博覧会の概要」 
https://www.mlit.go.jp/toshi/park/content/001430813.pdf 
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≪横浜市の開催経緯≫ 

 ・横浜市では、これまでも市民、企業、行政など、様々な主体が連携し、横浜らしい花・

緑・農・水のある豊かな自然環境を創り上げてきた取組をさらに加速し、潤いや安らぎ

を感じられる横浜を次世代に引き継ぎ、魅力ある横浜へと発展させていく取組である

「ガーデンシティ横浜」や、その先導的取組である「ガーデンネックレス横浜」の展開

により、2017 年の全国都市緑化よこはまフェアの成果を継承・発展させ、花や緑によ

るまちの活性化、魅力や賑わいの創出を図ってきた。 

・国際園芸博覧会の開催に向けては、市民、企業等の機運を醸成していくため、計画策定

や会場整備等の段階から、公園愛護会などの環境活動団体、NPO 団体、農的空間を活用
した活動や環境学習に取り組んでいる保育園、幼稚園、小中学校、社会法人等の参加を

得て、国内外・市内全域での気運醸成に取り組んだ。 

  
 
 
 

 

 

 

 

 

【これまでの経過】 

平成 27 年(2015 年)６月 旧上瀬谷通信施設の日本返還が防衛省南関東防衛局から本市に報告 

平成 29 年(2017 年)６月 「旧上瀬谷通信施設における国際園芸博覧会招致検討委員会」設置 

平成 29 年(2017 年)６月～平成 30 年(2018 年)２月 第１回検討委員会～第６回検討委員会 

平成 30 年(2018 年)２月 旧上瀬谷通信施設における国際園芸博覧会基本構想案 ＜答申＞ 

平成 30 年(2018 年)３月 横浜市が基本構想案を策定 

令和元年(2019 年)９月 AIPH 総会で横浜市として 2027 年国際園芸博覧会の開催を申請 

令和３年(2021 年)６月 「２０２７年国際園芸博覧会」の開催を閣議了解 

令和３年(2021 年)11 月 「一般社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会」が設立 

令和４年(2022 年)６月 BIE に対し認定申請書を提出 

令和４年(2022 年)11 月 フランス・パリで開催された第 171 回 BIE で認定申請が承認 

令和５年(2023 年)５月 国土交通省 2027 年国際園芸博覧会推進本部（第１回）開催 

令和５年(2023 年)８月 国土交通省 2027 年国際園芸博覧会推進本部（第２回）開催 

 

  

引用：旧上瀬谷通信施設における国際園芸博覧会基本構想案 
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/seisaku/torikumi/engeihaku/kihonkousou.html 
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≪開催場所≫ 

 ・横浜市は、開港都市としての歴史、大都市でありながら緑・農を積極的に保全してきた

実績、園芸・造園・農業等の技術、観光や⽂化芸術の蓄積、道路・鉄道・航路等のアク

セス、さらには様々な団体の活動と市民力等の特性を有しており、国際博覧会開催の素

地を有していることを前提に、以下の理由に基づいて開催場所が選定されている。 

 

≪旧上瀬谷通信施設（約 242ha）の選出理由≫ 

・平成 27 年６月に⽶軍から返還された当該

地区は、面積 242ha と首都圏においても貴

重な広大で平坦な土地であること 

・東名高速道路や保土ケ谷バイパスの高規格

道路に近接しており、交通アクセスの確保

が可能であること 

・農業振興と都市的土地利用による新しいま

ちづくりの検討を進めており、大きな可能

性を有している、郊外部活性化の拠点であ

ること 

 

 

≪旧上瀬谷通信施設について≫ 

 

  

引用：2027 年国際園芸博覧会の準備状況と今後の方針について（国土交通省） 
https://www.mlit.go.jp/toshi/park/content/001622528.pdf 
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≪国際博覧会の概要≫ 

 ・1990 年の大阪花の万博

以来、日本で 37 年ぶり

の A1 クラス（最上位）

の国際園芸博覧会。 

 ・国際博覧会事務局（BIE）

認定の、日本では通算７

回目の条約に基づく万

国博覧会。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

引用：2027 年国際園芸博覧会の準備状況と今後の方針について（国土交通省） 
https://www.mlit.go.jp/toshi/park/content/001622528.pdf 
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≪国際博覧会の推進体制≫ 

 ≪GREEN×EXPO 2027 の推進体制≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公式アンバサダーに、芦田 愛菜さんが就任。 

 

 【公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会】 

 ・地元地方公共団体及び経済界が中心となり、「一般社団法人２０２７年国際園芸博覧会

協会」を設立。 

 ・国は、園芸博法に基づき、同社団法人を博覧会の準備及び運営を行う者（開催者）とし

て指定。 

 ・更に、令和４年 12 月 20 日には公益社団法人として認定。 

 

 

 

 

  

引用：2027 年国際園芸博覧会の準備状況と今後の方針について（国土交通省） 
https://www.mlit.go.jp/toshi/park/content/001622528.pdf 
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２）2025 年大阪・関西万博 

≪国際博覧会開催構想打ち上げから開催国決定まで≫ 

（国際博覧会開催構想打ち上げから地元基本構想） 

 ・2025 年国際博覧会（万博）に向けた検討は、平成 26 年に大阪府で始まった。大阪で

は平成 25 年にグランフロント大阪、平成 26 年にはあべのハルカスの開業といった、

街のランドマークの整備が進み、訪日外国人（インバウンド）が増加し始めるなど街の

姿が大きく変わった。 

・平成 26 年８月６日、大阪府議会の最大会派である「大阪維新の会・みんなの党都構想

推進大阪府議会議員団」が提出した「平成 26 年度大阪府施策についての提言」におい

て、令和７年の国際博覧会誘致が提案され、松井一郎大阪府知事は同日、担当部局（政

策企画部企画室）に対して誘致に向けた検討を指示。 

・国際博覧会を統括する博覧会国際事務局（BIE）の規定では、2025 年の登録博覧会の立

候補の受付は開催予定日から遡っての９年前（平成 28 年）から開始され、最初の国が

立候補してから半年後に締め切られる。そのため、最短で２年弱の準備期間しかなく、

大阪開催の可能性検討を早急に進める必要があった。 

・政策企画部企画室では、まずは国際博覧会に関する情報収集をすべく、国際博覧会を所

管する経済産業省や平成17 年に国際博覧会が開催された愛知県などにヒアリングを実

施。また、大阪での開催可能性を検討するため、経済、産業、文化、医療、国際関係、

メディアなどの様々な分野で活躍されている有識者への意見聴取を実施。併せて、国際

博覧会に精通している元経済企画庁長官で大阪府特別顧問の堺屋太一氏と同特別顧問

の橋爪紳也氏から助言をいただき、大阪で開催する場合の開催意義・理念、開催候補地、

事業規模及び経済効果について調査を実施。 

・平成 26 年 10 月には、庁内に「国際博覧会誘致検討委員会」を設置し、地元の合意形

成に向け、経済団体の実務担当者とも意見交換を重ねた。 

・平成 27 年１月には、松井知事、橋下大阪市長、森関西経済連合会会長、佐藤大阪商工

会議所会頭、村尾関西経済同友会代表幹事が大阪市内で会談し、国際博覧会の大阪誘致

の可能性を検討するため、経済界や有識者を交えた会議体設置を合意。 

・同年４月には、行政、経済界、有識者をメンバーとする「国際博覧会大阪誘致構想検討

会」を設置。検討結果をとりまとめた報告書「国際博覧会大阪誘致の可能性検討状況に

ついて」を８月に公表。 

・平成 27 年９月に、国際博覧会の効果を調査するため、松井知事はミラノ国際博覧会を

視察するとともに、ビセンテ·ゴンザレス·ロセルタレス BIE 事務局長と意見交換。 

・松井知事は平成 28 年１月に菅義偉官房長官を、同年３月に林幹雄経済産業大臣を訪問

し、令和７年に開催される国際博覧会の大阪開催を国家プロジェクトとして位置づけ

るよう要請。 

・平成 28 年６月、「2025 年日本万国博覧会基本構想」試案を公表。 

・国、行政、経済界、有識者計 26 名からなる「2025 年万博基本構想検討会議」を設置。

検討会は、全体会議４回、理念・事業展開部会２回、整備等部会３回を開催し、同年 10

月 28 日の全体会議では、「2025 日本万国博覧会基本構想」（府案）をとりまとめた。 

・平成 28 年８月に、大阪府では、政策企画部内に万博誘致プロジェクトチーム（専任職

員 12 名、兼任職員４名）を設置。 

・平成 28 年 11 月に「2025 日本万国博覧会基本構想案」を国に提出。  
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（国検討会設置から開催国決定まで） 

 ・平成 28 年９月、第 73 回関西広域連合委員会が開催され、国際博覧会開催の意義に賛

同する旨の決議が全会一致で採択。 

 ・同年 11 月には大阪市会において、それぞれ 2025 年国際博覧会誘致を推進する旨の決

議が賛成多数で可決。大阪府、大阪市、関西広域連合、地元の経済界代表者を構成員と

する、「2025 日本万国博覧会誘致委員会準備会」の発足式を開催。 

 ・平成 29 年 11 月、大阪府議会は「2025 大阪万国博覧会誘致推進議員連盟」を設立。 

 ・平成 30 年２月、大阪市会では超党派で 2025 大阪万国博覧会誘致推進議員連盟が設立。 

 ・平成 29 年６月に、パリ市内の OECD カンファレンスセンターで開催された BIE 総会に

おいて、2025 年国際博覧会立候補国による初めてのプレゼンテーション実施。立候補

国は日本（大阪）、フランス（サクレー）、ロシア（エカテリンブルグ）、アゼルバイジ

ャン（パク―）の４か国。 

 ・平成 29 年 11 月、パリ市内の OECD カンファレンスセンターで開催された BIE 総会に

おいて、６月に続き、２度目のプレゼンテーション実施。 

 ・平成 30 年３月、2025 年国際博覧会の準備状況、地元の受け入れ体制及び会場計画等

を調査するために、BIE 調査団が来日。 

 ・平成 30 年 11 月に、パリ市内の OECD カンファレンスセンターで BIE 総会が開催され、

2025 年の国際博覧会立候補国による最後のプレゼンテーションが行われ、2025 年国

際博覧会の日本での開催が決定。 

 

 

≪万博開催に向けたこれまでの取り組みと今後のスケジュール≫ 

 ・平成 30 年 11 月の開催国決定を受け、令和２年以降万博開催に向けた具体的な取組を

実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

引用：EXPO2025 大阪・関西万博 誘致活動の軌跡（2025 日本万博博覧会誘致委員会） 
https://www.osaka.cci.or.jp/2025expo/kiseki/ex2025kiseki.pdf 

引用：2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html 
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≪万博推進体制≫ 

【公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 役員一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局体制】 

 

 

  

引用：2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html 
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【プロデューサー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【シニアアドバイザー】 

 

  

引用：2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html 
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≪万博の開催概要≫ 

 ・大阪・関西万博のテーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」を体現する様々な参加形態

や事業、会場のデザインを含む会場計画、運営計画、資金計画等をまとめた協会のマス

タープラン「基本計画」を 2020 年 12 月策定・公表。 

 ・基本計画に基づき、参加国、国際機関への招請活動や企業・団体・自治体・市民団体等

の参加と共創を促進するとともに、各事業の実施計画の策定や具体的な取り組みを推

進。 

 

 【開催概要】 

名 称：２０２５年日本国際博覧会（略称 大阪・関西万博） 

テーマ：いのち輝く未来社会のデザイン 

サブテーマ：Saving Lives（いのちを救う） 

Empowering Lives（いのちに力を与える） 

Connecting Lives（いのちをつなぐ） 

コンセプト：People's Living Lab（未来社会の実験場 

会 場：夢洲（ゆめしま)（大阪市此花区） 

開催期間：2025 年 4 月 13 日～10 月 13 日 

   

引用：2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html 
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 会場レイアウト（会場予定地 約 155ha） 

 

 

  

引用：2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku_suishin/2025expo/index.html 
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（２）大規模公園エリアの整備のあり方検討 

１）大規模緑地（万博・花博等）の導入検討 

 ・大規模緑地の活用事例としては、令和９年に予定されている横浜市の国際園芸博覧会と

令和７年大阪・関西万博を事例として採用した。 

 ・万博・花博等の国際博覧会については、閣議了解を経て、認定申請の承認を得る必要が

あるため、横浜市は８年、大阪府・大阪市は 11 年の年月を要している。 

 ・国際博覧会は、候補都市のプレゼンテーションにより、認定を勝ち取る必要があるが、

その前に国会の閣議承認を得るために、事前の根回しを行う必要があり、合意取得のた

めの準備期間が必要である。 

 ・また、同時に県民・市民への合意形成も必要とされることから、国際博覧会の導入のハ

ードルは高い。 

 ・普天間飛行場跡地は、返還に伴う大規模空閑地の創出によって、十分な用地の確保が可

能であることから、認定を得られるプランを作成することが可能であると考えられる

が、交通への影響や公共交通への対応を改善する必要がある。 

 

２）令和６年度以降の検討 

令和５年度業務では、大規模公園エリア整備の方向性の検討を行うため、大規模跡地

（花博・万博等）活用事例収集及び大規模公園エリア整備の方向性の検討の検討を行っ

た。 

令和６年度以降は、令和５年度業務を踏まえた「大規模公園エリアの整備のあり方検

討」を行い、「大規模公園の整備方針の検討」に繋げていく。 
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６．事業スキーム・官民連携手法の検討 

行程計画の「事業スキーム・官民連携手法の検討」の一部として、令和５年度は「事業

スキームの可能性・体制確立の進め方検討」「官民連携手法の導入可能性・対象施設の検

討」の一部を実施した。 

（１）事業スキームの可能性・体制確立の進め方検討 

普天間飛行場跡地利用の実現のために、事業を円滑に推進できるスキームを構築す

ることを目的とし、実現可能性のある事業手法の検討、事業の推進体制を構築する上で

重要となる施行者の可能性について検討した。 

１）事業スキーム・官民連携の可能性検討（公的機関等） 

普天間飛行場跡地利用の実現に向けて、事業スキーム検討の上での重要な要因とな

る特徴は以下のものがある。 

①面積が広大（約481ha） 

②地権者数が多大（約3,800人：平成24年度） 

③ほとんどが民有地 

④整備後の公共用地率が高い（大規模公園、道路） 

面積が広大な土地の事業化については、全体を一括で事業化するだけでなく、工区を

区切って複数に区分した施行地区での事業化の可能性はあるが、総合的なまちづくり

を実現するには、ある程度のまとまりでの事業化を可能とし、面的・総合的な整備手法

がふさわしい。 

地権者が多大であるため、地権者の土地に関する権利の整理が可能で、地権者の理解

を得られる民主的な手続きによって進められる事業が望まれる。 

現況のほとんどを占める民有地のうちの多くが、整備後に公共用地となることを目

指しているため、新たに事業で公共用地を生み出す必要がある。新たに公共用地を創出

する方法は、地権者と行政間の個別の土地売買による方法と、事業全体で地権者が応分

の負担し創出する方法とがある。 

 

これらの事業上の課題を解決できる手法として、土地区画整理事業がある。土地区画

整理事業は土地の区画形質の変更及び公共施設の新設・変更を換地により実現できる

手法であるが、他の整備手法と比べ次のような優れた特徴をもつ。 

①面的・総合的整備手法である 

②民主的な手続きによって進められる 

③公共施設の整備を公平な受益と負担の配分によって実現できる 

④既存のコミュニティを保全・維持しながら市街地の計画的整備が実現できる 

⑤多様な事業目的に対応できる 

⑥多様な事業財源を活用できる 

⑦民間活力を活用できる 

⑧他の事業や制度との連携ができる 

これらの特徴をふまえ、普天間飛行場跡地利用の実現のために可能性のある事業ス

キームとして、土地区画整理事業の導入が想定される。 
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２）施行予定候補者となり得る組織の可能性 

事業推進の手順は、土地の区画形質の変更及び公共施設の新設・変更を換地により実現

できる手法として、土地区画整理事業の導入が想定される。 

土地区画整理事業を施行する者を施行者といい、土地区画整理法において次の通り定

められている。 

 

①個人施行者（土地区画整理法第 3 条第 1 項） 

宅地について所有権若しくは惜地権を有する者、またはその同意を得た者は、1人ま

たは数人で施行することができる。 

②土地区画整理組合(土地区画整理法第 3 条第 2 項） 

宅地について所有権又は借地権を有する者が7人以上で設立する土地区画整理組合

は、施行することができる。 

③区画整理会社（土地区画整理法第 3 条第 3 項） 

宅地について所有権又は借地権を有する者を株主とする株式会社で次に掲げる要件

のすべてに該当するものは、施行することができる。 

・土地区画整理事業の施行を主たる日的とするものであること。 

・公開会社でないこと。 

・施行地区となるべき区域内の宅地について所有権又は借地権を有する者が、総株主

の議決権の過半数を保有していること。 

・前号の議決権の過半数を保有している者及び当該株式会社が所有する施行地区と

なるべき区域内の宅地の地積とそれらの者が有する借地権の目的となっているそ

の区域内の宅地の地積との合計が、その区域内の宅地の総地積と借地権の目的と

なっている宅地の総地積との合計の三分の二以上であること。 

④都道府県又は市町村（土地区画整理法第 3 条第 4 項） 

都道府県又は市町村は、施行区域の士地について施行することができる。 

⑤国土交通大臣（土地区画整理法第 3 条第 5 項） 

国土交通大臣は、施行区域の土地について、国の利害に重大な関係がある土地区画整

理事業で災害の発生その他特別の事情により急施を要すると認められるもののうち、

国土交通大臣が施行する公共施設に関する工事と併せて施行することが必要であると

認められるもの又は都道府県若しくは市町村が施行することが著しく困難若しくは不

適当であると認められるものについて、自ら施行することができる。 

⑥独立行政法人都市再生機構（土地区画整理法第 3 条の 2) 

独立行政法人都市再生機構は、国土交通大臣が一体的かつ総合的な住宅市街地その

他の市街地の整備改善を促進すべき相当規模の地区の計画的な整備改善を図るため必

要な土地区画整理事業を施行する必要があると認める場合、または国土交通大臣が国

の施策上特にその供給を支援すべき賃貸住宅の敷地の整備と併せてこれと関連する市

街地の整備改善を図るための土地区画整理事業を施行する必要があると認める場合に、

施行することができる。 
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 ⑦地方住宅供給公社(土地区画整理法第 3 条の 3) 

地方住宅供給公社は、国土交通大臣（市のみが設立した地方住宅供給公社にあっては、

都道府県知事）が地方住宅供給公社の行う住宅の用に供する宅地の造成と一体的に土

地区画整理事業を施行しなければ当該宅地を居住環境の良好な集団住宅の用に供する

宅地として造成することが著しく困難であると認める場合に、施行することができる。 

 

普天間飛行場跡地の区域面積、区域内の権利者数を考慮した場合、事業の進め方とし

て、全体を一括で施行する場合と、複数の事業に区分して施行する場合が考えられる。 

１人または数人の権利者の全員同意が必要となる個人施行は、複数の事業に区分し

て施行する場合、部分的に個人施行が実施される可能性がないとは言い切れないが、跡

地利用計画の根幹となる部分での施行者とは考えにくい。 

また、国土交通大臣が施行者となる可能性は「急施を要すると認められるもの」に該

当するかの判断による。 

 

そのため、普天間跡地利用計画において、土地区画整理事業の施行者の候補となる可

能性があるのは、公的機関等では、沖縄県又は宜野湾市、国土交通大臣、独立行政法人

都市再生機構、地方住宅供給公社となる。 

民間では、土地区画整理組合、土地区画整理会社が施行者の候補となる可能性がある。 
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（２）官民連携手法の導入可能性・対象施設の検討 

１）民間の力を結集する仕組み（CM 方式等）の検討 

返還時に大規模造成を伴う基地跡地整備や新都市建設の経験をもつ人材を確保する

ことは困難と考えられるため、事業実施時期に向けて人材の育成や公的機関の下でゼ

ネコン・コンサルタントなど民間の力を結集する仕組みを構築することは有効である。

そのため、民間の力を結集する仕組みを検討した。 

➀民間の力を結集する仕組み 

民間の力を結集する仕組みについては、東日本大震災復興まちづくりで検討され、複

数の被災地において複数の方法が導入されており、この仕組みを参考にすることは、普

天間飛行場跡地利用の実現において有効と考えられる。そのため、東日本大震災復興ま

ちづくりで活用が検討された、民間の力を結集する仕組みについて整理した上で、各仕

組みを導入する際の視点を整理する。 

 

東日本大震災における復興まちづくり事業では、全国自治体から派遣され職員やＵ

Ｒ都市機構の支援により、職員不足に対応してきたがそれでもなお事業を円滑に推進

するためは、マンパワーが不足している状況であった。そこで宮城県では、平成24年度

当初の段階で、国土交通省や復興庁、ＵＲ都市機構、区画整理促進機構、実際に業務を

受注する可能性のある建設会社や設計コンサルタント等と意見交換を実施しながら、

民間のノウハウを積極的に活用する業務委託方式を検討した。その後検討結果及び各

被災市町への発注形式に関するヒアリング結果を踏まえ、国土交通省、及びUR都市機

構と意見交換した上で、被災市町担当者を対象とした発注方式に関する勉強会を開催

した。平成24年度当初の段階で、宮城県において検討されていた発注パターンは図Ⅱ-

1-6の通りである。 

 

・従来の方式 

・CM方式（ピュア型） 

・CM方式（アットリスク型） 

・UR委託（従来型） 

・UR委託+CM方式 

・包括委託方式： 

施行者である地方公共団体が、施行者業務の相当部分を委託する方式 
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図Ⅱ-1-6 事業執行体制の比較 
 

引用：津波被害からの復興まちづくりガイダンス（改訂版）/国土交通省 都市局 

 

≪ＣＭ方式（ピュア型）、ＣＭ方式（アットリスク型）≫ 

ＣＭ方式は、「建設生産・管理システム」の一つであり、従来の委託者・発注者と設計

者、工事受注者等の二者構造による事業執行方式に対して、委託者・発注者の補助者・代

行者（エージェンシー）であるＣＭＲを加えた三者構造の事業執行方式であり、委託者・

発注者が行う業務を代行的に実施し、委託者・発注者と設計者・工事受注者に対してマネ

ジメント業務を行う。 

建設コンサルタンツ協会では、国土交通省等の検討結果を参考としながらＣＭ方式を、

「プロジェクトの実施に際し、委託者・発注者や設計者・工事受注者等とは別にＣＭＲ（企
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業体）という組織を置き、このＣＭＲがプロジェクトの計画、設計、発注、施工、維持管

理の各段階において、組織としての独立性を保ちつつ、委託者の代行者またはパートナー

としての立場から、設計の検討や工事発注方式の検討及び工程、品質、コストの管理等、

各種のマネジメント業務を行う方式をいう」と定義している。 

マネジメント業務を担う組織を「ＣＭＲ」、マネジメント業務の技術上の管理を行う管

理技術者を「ＣＭｒ」と呼ぶ。 

 

ＣＭ方式は、「ピュア型ＣＭ方式」と「アットリスク型ＣＭ方式」に大別され、2002（平

成14）年2月に国土交通省がとりまとめた「ＣＭ方式活用のガイドライン」に、その概要

が記述されている。 

「ピュア型ＣＭ方式」は、技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・

施工の各段階において、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、コスト

管理などの各種のマネジメント業務の全部または一部を行うものである。施工に伴う最

終的なリスク（施工を分離することなどに伴う全体工事の完成に関するリスク）について

発注者が負うため、発注者が支出する工事費がその分増加する可能性がある。「アットリ

スク型ＣＭ方式」は、発注者が支出する工事費を低減するために、ＣＭＲにマネジメント

業務に加えて施工に関するリスクを負わせるものである。ピュア型ＣＭ方式とアットリ

スク型ＣＭ方式の特徴を表Ⅱ-1-15に示す。 

 

表Ⅱ-1-15 ピュア型とアットリスク型の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：ＣＭ方式活用の手引き（案）【改訂版】平成31年/一般社団法人建設コンサルタン

ツ協会 
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≪UR委託+CM方式≫ 

UR委託+CM方式は、自治体（事業主体）、ＵＲ（発注者）、ＣＭＲ（受注者）の三者に

よる事業実施体制の下、自治体（事業主体）から事業委託を受けたＵＲ（発注者）と、

ＣＭＲ（受注者）の間で契約されたコストプラスフィー契約やオープンブック方式など

の活用ツールを導入した事業執行システムである。UR委託+CM方式の特徴は図Ⅱ-1-7

の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-7 復興CM方式の特徴 
 

引用：東日本復興CM方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書 平成29年3月/国

土交通省土地・建設産業局建設業課 入札制度企画指導室 
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②民間の力を結集する仕組みにより期待される効果 

東日本大震災復興まちづくりで活用が検討された、民間の力を結集する仕組みにつ

いては、事業着手時の施行者の状況により、採用したパターンは異なっているが、事業

の課題解決のための有効な手段と言える。 

 

以下に東日本復興CM方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書にて報告された、

ＣＭＲの活用に期待される効果の適用イメージを掲載する。 

 

関連する多くの事業が錯綜する広範囲のプロジェクトや発注者の技術力が不足して

いるプロジェクトでの適用イメージが図Ⅱ-1-8のような場合である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ-1-8 ＣＭＲの適用イメージ 
 

引用：東日本復興CM方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書 平成29年3月/国

土交通省土地・建設産業局建設業課 入札制度企画指導室 

 

 

普天間飛行場跡地利用計画は、関連する多くの事業が錯綜する広範囲のプロジェク

トとなることが想定される。 

その中で発生が予期される課題解決のため、「施行者の負担軽減」、「マンパワーの補

完」という事業を円滑に推進していくための発注者支援の視点、「工期短縮」「コスト縮

減」「品質確保」という事業効率化の視点で、民間の力を結集する仕組みを選定し、導

入することが有効であるといえる。 

 

 


